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開　会　挨　拶

並　木　　徹
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皆様おはようございます。本日，理事長の秋山からご挨拶申すべきところではございま

すが，体調が優れないため，私が代わりにご挨拶をさせていただくことにつきましてお許

しをいただければと存じます。

本日，第23回エネルギー総合工学シンポジウムを開催させていただきましたところ，大

変多数の方々にご参集いただきました。ご多用のところ誠にありがとうございます。今日

ご出席の皆様方は，私どもの研究所の活動につきまして日頃より格段のご支援ご指導をい

ただいている方々ばかりでございます。大変高い席から恐縮に存じますが，この場をお借

りしまして御礼を申し述べさせていただきます。

また，近年，エネルギー資源の需給逼迫，価格の高騰に伴い，あるいは環境問題に対す

る様々な課題に取り組む観点から，エネルギー関係者の方々には，格段のご尽力をいただ

いているところでございます。また，原子力等安全問題に関します国民全般の関心のより

一層の高まりの中，国民生活の基盤を支えておられます皆様方のご尽力に対しまして，心

から敬意を表する次第でございます。

今申し上げましたように，21世紀を通じて３Eの課題は大変大きな課題でございます。

産官学が一致してこの問題に取り組んでいく必要があるわけでございますけれども，2007

年６月のG８ハイリゲンダムサミットにおきまして，日本政府から“Cool Earth 50”とい

う大変積極的な，世界全体を指導していこうという強いイニシアティブが提案されました。

私ども，関係者の１人といたしまして大変心強く思うとともに，こういった国家戦略の中

での活動に期待と敬意を表させていただくところでございます。また，こういった政府の

取組みに呼応するような形におきまして，近年，国際的視野に則りましたエネルギー関係

企業の活動の展開も大変力強い動きを感ずる次第でございます。

エネルギー総合工学研究所は，約30年前，エネルギーと環境に関する課題につきまして，

技術開発という観点から総合的に取り組んでいこうという趣旨に則りまして，産官学の合

意によって設立させていただきました。その後も，皆様方のご支援によりまして，そうい

った課題，あるいは取組みにつきまして政策提言等々を行ってまいったところでございま

すけれども，近年，国家的観点からの技術戦略ということで，政府，あるいは産業界，学

会のお力を得ながら，作業，政策提言を進めさせていただいているところでございます。

譛エネルギー総合工学研究所
副理事長



今後とも皆様方のご協力，お力をお借りしながら進めてまいりたいと思っております。

どうぞよろしくお願い申し上げます。

さて，本日は，近年，世界的に進展が見られますバイオマスエネルギーについてシン

ポジウムを開催させていただきました。現状，あるいは今後の課題，今後の進むべき方

向につきまして，各界有識者の方々からお話をいただきますとともに，パネルディスカ

ッション，あるいは会場との討議等々を経ながら，今後に向けて具体的な方向性が示さ

れることを期待して，企画させていただいた次第でございます。このシンポジウムにお

きまして大きな成果が得られますことを期待しておりますし，確信をしておるところで

ございます。

本日は，大変積極的に国家戦略を推進しておられる，言わば戦略形成の中核でござい

ます経済産業省資源エネルギー庁の平工次長にお見えいただいております。大変お忙し

い時期ではございますけれど，今日お見えいただきましたことに，この場をお借りしま

して御礼を申し上げる次第でございます。

また，シンポジウムの冒頭におきましては，三菱マテリアル株式会社名誉顧問の秋元

勇巳様の基調講演，それから東京大学教授の山地憲治様の特別講演を頂戴し，また，分

野，分野におきます各界の有識者の方々の講演，午後にはパネルディスカッションを行

うこととしております。これらの貴重な時間をお割きいただきご講演いただく方々，そ

れから，本日ご参集をいただきました皆様方に改めて御礼を申し上げますとともに，も

う一度本日のシンポジウムの成果が大きく世界の環境とエネルギーの課題の克服に役立

つことを祈念しましてご挨拶とさせていただきます。ご静聴ありがとうございました。

（拍手）
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来　賓　挨　拶

―3 ―第30巻 第４号（2008）

皆様おはようございます。第23回エネルギー総合工学シンポジウムの開催に当たりまし

て一言ご挨拶を申し上げます。

本日，かくも盛大にシンポジウムが開催をされますことに対し，まず祝意を表させてい

ただきたいと存じます。また，近年は，国際原油価格が極めて高水準で推移し続けるとと

もに，地球温暖化問題がますます深刻化している状況にあります。こうした中で，経済産

業省といたしましても，エネルギー制約と環境制約の一体的解決に向け，昨年５月に

『新・国家エネルギー戦略』，本年３月には『エネルギー基本計画』を策定いたしまして，

軸のぶれないエネルギー政策を進めているところです。また，日本政府全体といたしまし

ても，本年５月に安倍前総理より世界に向けて“Cool Earth 50”を提唱させていただき，

地球規模でのエネルギー・環境問題の解決の道筋を示させていただいたところです。その

実現に向けましては，エネルギー技術の果たす役割が非常に大きいので，当省も中長期的

な視点に立ったエネルギー技術の開発を実施していくため，2030年を目途に『エネルギー

技術戦略』を策定し，これをベースに“Cool Earth 50”の革新的エネルギー技術開発を推

進していくこととしております。

そのような折りに，本日ここにエネルギー総合工学研究所の主催により，関係各界のご

協賛を得て，「エネルギーと地球環境の未来を拓く」というテーマのもと，盛大にシンポ

ジウムが開催されますことは誠に時宜を得たものと考えている次第です。

特に，本日のサブテーマは「バイオマスの真価を問う」となっております。バイオマス

技術はエネルギー制約と環境制約の双方を同時に解決する鍵となることが期待されている

大変重要な分野です。もちろん，バイオマス資源による高効率発電，あるいはバイオエタ

ノール，バイオディーゼルフューエルといったバイオ由来燃料の生産を経済的なコストで

具体的に推進させていくことは容易ではありません。その実現には，わが国のエネルギー

技術の英知を結集してイノベーションを生み出していくことが重要でありまして，産学官

の緊密な協力のもと，様々な技術分野の専門家のノウハウを集結させることが必要と考え

経済産業省　資源エネルギー庁　次長平　工　奉　文



ています。その意味で，関係各位の日頃のたゆまぬ調査研究活動に改めて敬意を表させ

ていただきますとともに，本日ここでエネルギー制約と環境制約の同時解決に向けて，

ハイレベルかつ多面的な議論が展開されますことを大いに期待申し上げる次第です。

最後に，本日のエネルギー総合工学シンポジウムを主催，協賛いただきましたエネル

ギー総合工学研究所及び関係の皆様，並びに本日ご列席の皆様方の益々のご健勝を心よ

り祈念申し上げまして，私の挨拶にかえさせていただきます。

どうもありがとうございました。（拍手）
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はじめに

IPCC『第４次報告書』とラブロック『ガイア

の復讐』

日本の2007年夏は大変な猛暑で，最高気温

も真夏日の日数も各地で記録を更新しました。

ヨーロッパでは，７月は非常に暑く，８月に

入るとセーターが要るくらい寒いという，大

変不順な気候が続いているようです。このよ

うな気候問題の原因として，地球環境に対す

る人間の活動の悪影響についての関心が非常

に高まってきたと言えそうです。

2007年11月には「気候変動に関する政府間パ

ネル」（IPCC）から『第４次報告書』が出ます。

３つの作業部会のうち温暖化現象の科学的根拠

を扱う第１部会は，人間活動が温暖化を起こし

ている確率が非常に高まっていると報告してい

ます。前回のレポートでは「蓋然性がある」と

いう程度だったのですが，８割方それに間違い

ないというように論調を高めたわけです。

温暖化の影響を扱う第２部会は，今後気温の

上昇幅を２℃以内に抑えないと非常に広範な悪

影響が出ると主張しました。温暖化対策を扱う

第３部会は，2020年までに排出量を減少に転じ

させないと大変なことになる。そのために，自

然エネルギーは当然，今まで触れてこなかった

原子力も含めて，化石燃料に代われるあらゆる

手段を総動員させないといけないと警告したわ

けです。表１は報告書の主な結論です。

実はそれに先立つ2005年，「ガイア理論」の

生みの親，ジェームズ・ラブロック博士が『ガ

イアの復讐』（邦訳は2006年中央公論社新刊）

という本を上梓し，文明の存続が危機状態に陥

っていると世界に警告して注目されました。

本日は，IPCCが報告している事実関係とラ

ブロック博士が予告している危機の内容を中

心に，バイオマスという本日の主題からは少

しかけ離れるかも知れませんが，より全般的

な立場からお話ししたいと思います。

［基調講演］

地球環境から見たこれからのエネルギー
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秋　元　勇　巳 三菱マテリアル㈱

名誉顧問

■温室効果ガス排出量は1970年～2004年に約70％増加 
   現状のままでは世界の温室効果ガス排出量は次の数十年も引き続き増加 
■短期的な緩和（～2030年） 
・2030年の削減可能量は 炭素価格＄20/ｔ-CO2で90-170億ｔ-CO2/年 
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　＄100/ｔ-CO2で160-310億ｔ-CO2/年 
■長期的な緩和（2031年～） 
・温室効果ガス濃度を安定化させるためには 排出量はどこかでピークを迎える必要 
・適切なインセンティブが提供されれば それぞれの安定化レベルは 現在実用化され
　ている技術 または 今後10年間に実用化される技術の組合せにより達成可能 
＊エネルギー効率は多くのシナリオで重要 
＊安定化レベルが低い場合 シナリオは再生可能エネルギー・原子力・CCSに重点 
・2050年に 温室効果ガスを445～710ppmCO2-eqで安定化させた場合のマクロ経済　
影響は 世界平均でＧＤＰ１％増加から５.５％損失までの値をとる 

表１　IPCC『第４次報告書』の主な結論



実効的な枠組み作りに向けた努力

京都議定書と排出量実績

図１は京都議定書の約束値と温室効果ガス

の排出状況です。ロシアのように大した環境

対策もしていない国がホットエアをため込ん

でいますし，日本のように産業界をあげて環

境，省エネ，技術の開発に取り組み世界最高

のエネルギー効率をあげながら，民生や運輸

セクターの伸長が排出を押し上げて，約束が

未達という国も出てきています。何と言って

もトップダウンで国と企業に排出量のキャッ

ピングをかぶせ，排出権取引といった金融手

段で温室効果ガスの排出を減らしていこうと

いう，いかにも制度好みのEU（欧州連合）ら

しいやり方が不公平性と硬直性を呼び起こし

ているようです。1990年を基準年としたこと

が，これに拍車をかけました。その時点で，

日本の省エネルギー技術は格段に進んでいた

わけですが，ヨーロッパでは，まだ遅れてい

た。ドイツに合併された東独などは，極めて

効率の悪い泥炭燃焼の旧式火力が主力でした。

そういう時代をベースにスタートさせる不公

平さがアメリカの離脱，カナダの目標達成断

念，途上国の不参加の要因の１つになってい

ると思われます。いずれにせよ，現時点では

世界の全排出量の30％にも満たない国しか京

都議定書に入っていない。このまま延長して

も世界の温室効果ガス削減効果には限界があ

るわけです。

“Cool Earth 50”

2007年６月のドイツG8ハイリゲンダムサミ

ットでは，環境サミットの色彩が色濃く出ま
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３つの提案 
1.「世界全体の排出量を現状に比して2050年までに半減する」と言う長期目標及び「革
新的技術」と「低炭素社会づくり」を柱とする長期ビジョンの提唱 
2. 2013年以降の国際的枠組み構築に向けた「３原則」の提示 
3. 京都議定書目標達成に向けた国民運動の展開 
 
※革新的技術の例（政府資料） 
1. 革新的ゼロ・エミッション石炭火力発電（石炭ガス化＋CCS） 
2. 先進的な原子力発電（中小型炉・高温ガス炉・高速増殖炉） 
3. 効率的で低コストな革新的太陽光利用技術 
4. 水素をエネルギー源として利用するための革新的技術（燃料電池車） 
5. 超高効率な省エネルギー技術（製鉄プロセスからの排出大幅削減等） 

表２　“Cool Earth50”ビジョン

図１　京都議定書の約束値と温室効果ガス排出実績
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した。EU，中でも京都議定書の枠組みを延長

強化したいドイツ，排出権をEU主導で決め，

固定化しようとするやり方に反対するアメリ

カ，その間に立つ形で，安倍総理が“Cool

Earth 50”という構想を掲げ，表２のような提

案をしました。

京都で手にした既得権を守りながら，各国に

排出権を割り当てていきたいEUの思惑は外さ

れています。ドイツの顔を立てるため，2050年

までに半減という大胆な数値目標は掲げなが

ら，「1990年との比較で」というような不公平

な縛りは外し，３原則を前提においたのです。

2008年７月には，洞爺湖でG8サミットが開

催される予定です。このサミットも環境・エネ

ルギー中心のサミットになることは必至です。

ハイリゲンダムサミットの成功の後，安倍総理

は環境外交を積極的に展開し，インド，インド

ネシアなど，訪問される国々で，さまざまに環

境イニシアティブを発揮されました。

１つの集大成は，2007年９月６日，シドニ

ーで開かれたAPEC首脳会議の宣言の中に表わ

れています。数値目標を入れたいという豪州

の意向も取り入れながら，APEC途上国の考え

方，またアメリカの主張にも配慮した，非常

に合理的な宣言が出て来ました。そこには

「2030年までに域内のエネルギー効率を2005年

比で25％改善する」ことが盛り込まれていま

す。EU以外の世界の主要排出国が集まったこ

の会議で，日本国内で成功を収めている「ト

ップランナー方式」を効果的に温暖化対策に

使っていく世界的な場が設定されたのは，画

期的なことだと思います。日本レベルの優秀

な省エネルギー技術，あるいは環境対策技術

が世界に広まれば，エネルギー効率が上がり，

自ずから温室効果ガス排出の削減に導かれま

す。制度で強制するトップダウンから技術で

先導するボトムアップの方向に，視点を切り

替えたのです。

安倍総理が出された３原則は，「ポスト京都」

に関して，①主要排出国がすべて参加するこ

とが必要，②国によって事情が違うので柔軟

かつ多様性のある枠組みでやっていく，③経

済発展と環境保全を両立させることです。こ

の３原則に則って「ポスト京都議定書」をに

らんでいこうというわけです。

ハイリゲンダムサミット，あるいは今度の

APEC会議を通じて，日本は「ポスト京都」に

向けて，有効な地ならしを始めることができ

たのではないかと感じています。

IPCCデータに見る気候変動の実態

急上昇している北半球の平均気温

北半球平均気温の上昇を年次別に見ている

と，図２のようにそのカーブは，ホッケース

ティックを寝かしたように，先端が立ち上が

っています（ホッケースティック現象）。19世
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図２　北半球気温のホッケースティック現象
（出所：ジェームズ・ラブロック「ガイアの復讐」）



紀以前の気温は，木の年輪，珊瑚虫，あるい

は氷のコアサンプル中の同位体元素などから

推定しています。1900年頃まではどちらかと

言えば，少しずつ平均気温が下がって，氷河

期に向かうかと思われていたのが，19世紀の

半ば頃から急な上昇に転じています。

温室効果ガスの濃度変化

図３は，温室効果ガスの排出量が近代にな

って急上昇していることと，平均気温が上が

っていることとの間にかなり強い相関性があ

るというIPCCの考え方を示したものです。

表３は，温室効果ガスのインパクトです。

メタンの大気中の量は二酸化炭素（CO2）の

200分の１ぐらいですが，同量のCO2の24倍の

温室効果があるといわれています。亜酸化窒

素は，大気中にCO2の1000分の１しかないの

ですが，温室効果はCO2の200倍もあります。

分解にも非常に長い時間がかかります。フロ

ンガスは100％人間が出していますが，この効

果はさらに大きくて，大気寿命もさらに長い

のです。

図４は北半球の気温・海面・積雪量の変化

です。最近50年間の気温上昇は1.3℃で，それ

より前100年の上昇0.74℃の約２倍です。海面

上昇は，10年当たり3.1mmですが，以前の倍

の速度です。積雪量も減り，北極の平均気温

は，世界平均のほど２倍の速さで上昇してい

ます。
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図３　温室効果ガスの濃度変化

図４　北半球の気温・海面・積雪量の変化

表３　温室効果ガスのインパクト

CO2 
（二酸化炭素） 

CH4 
（メタン） 

N2O 
（一酸化二窒素） 

CFC-11（クロ
ロフルオロカ
ーボン-11） 

HFC-23（ハイ
ドロフルオロ
カーボン-23） 

CF4（パーフル
オロメタン） 

産業革命以前の濃度 約280 ppm 約700 ppb 40 ppt 0 0 約270 ppb

1998年の濃度 365 ppm 1745 ppb 314 ppb 80 ppt 14 ppt 268 ppt 

濃度変化率 1.5 ppm/年 7.0 ppb/年 0.8 ppb/年 -1.4 ppt/年 0.55 ppt/年 1 ppt/年 

大気中の寿命 ５～200年 ＞５0,000年 12年 114年 45年 260年 

注 a　1990年～1999年の期間で，［各年の］変化率は，CO2では0.9～2.8 ppm/年，CH4では0～13 ppb/年の間を変動している。 
　 b　変化率は，1990～1999年の期間で計算した。 
　 c　CO2は除去プロセスにより取込み速度が異なるため，単一の寿命を定めることはできない。 
　 d　この寿命は，ガスが自らの滞留時間に及ぼす間接的な影響を考慮した「調整時間」として定義されている。 

a ab

c d d

（出所：IPCC「第４次報告書」）

（出所：IPCC「第３次報告書」）

（出所：IPCC「第４次報告書」）



図５で見るように，北極圏では，夏も残っ

ている浮氷の面積が縮小してきています。

2003年の夏はかなり氷が解け青黒い海の表面

が表れてきています。この青黒い海は太陽光

を吸収するので，さらに北極圏の気温を上昇

させてしまいます。そういう悪循環が温暖化

を加速させます。

『地球の復讐』からの警告

「ガイア理論」

ラブロック博士は1970年に，なぜ地球がブル

ープラネットでいられるか，様々な角度から検

討し，地表を構成する生き物と，色々な物質

（水，岩石，空気）とが相互に作用して，自己

調節システムを作り上げているからだという結

論に達しました。あたかも地球全体が１つの生

命体のように働いて，そこに生息する生物体が

持続発展していくために有利な環境を保持して

いるという仮説，「ガイア理論」です。

地球に生息する植物群が光合成によって太

陽エネルギーを取り込み，そのエネルギーを

元手に非常に多様な生物群を進化させ，ブル

ープラネットを出現させました。過去４億年

にわたり大気中の酸素濃度は21％でほとんど

変わらずにいますし，気温も生息する生物に

とっては快適な範囲に維持されているのです。

気候システムの構成要素

地球の自己調節がどのようなネットワーク

で行われているか，その主な要因をイラスト

化したのが図６です。太陽の光が，地上では

主として森林，海では藻類や植物プランクト

ンによって栄養化され，それが動植物群を養

う。そこで生じた老廃物が地下や海底の微生

物群を支えて，再び植物に還元されていくと

いうサイクルが，ガイアの活力の根源です。
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図６　気候システムの構成要素

図５　北極圏の夏の浮氷面積の変化

（出所：IPCC「第３次報告書」を基に編集部で作成）



このサイクルが非常に盛んな時には，その余

剰が石油や石炭などの化石燃料になって地面

の中にしまわれる。それを人間が掘り出して

使っているというのが今の状況です。

陸上生態系での炭素収支の流れの中で，植

物の１kcalを作るのに，効率を100分の１とす

れば，太陽の入射光として100kcalが必要です。

植物を食べる草食動物には，それのまた10分

の１ぐらいしかエネルギーが渡っていきませ

ん。その動物を食べる肉食動物にはさらに10

分の１。食物連鎖の頂点にいる人間は，さら

にその数百倍を文明生活にために消費する。

太陽エネルギーの収支から見れば，人類は生

態系の資産を欲しいがままに収奪している非

常に高くつく存在なのだということを，我々

はもっと認識すべきでしょう。

海洋生物による炭素循環プロセス

地球の海は太陽に照らされ，上の方に温かく

て比重の軽い表層水ができ，下の方に比重の重

い深層水ができます。下から熱せられることが

少ないので，２つの層の間では対流が起きず，

なかなか混ざらないというのが海洋の大きなポ

イントです。海洋生物，例えば珪藻類，プラン

クトン類などは，太陽が届く表層部分で繁殖し

ますが，その死骸は沈降して海底へ降りて行き

ます。表層で植物プランクトンが生き続けるに

は栄養分の補給が必要です。陸地から養分が表

層部に流れ込んでくると，そこでは大繁殖しま

すが，補給がないと，いずれ養分を食いつくし

て餓死してしまいます。ですから，海流の大循

環，あるいは台風のような大きな嵐による海の

かき混ぜがないと，この炭素循環（鉛直混合）

がなかなか進まず，海の砂漠化現象が起こって

くるわけです。

藻類の働きも気候ネットワークで重要な役

目を果たしています。藻類が光合成をして放

出する硫酸ジメチルが，蒸発し空気中で酸化

して硫酸を含む小さなエアロゾルになります。

これが雲の形成に欠かせない凝結核として働

きます。したがって，海草の光合成が活発に

働けば，硫酸ジメチルのおかげで雨が若干酸

性になり，それが風化を加速して，藻類の繁

殖に必要な栄養分を地表から海へ運んで来る，

という好循環も成立します。これが温暖化防

止にも良い影響を与えるのです。

新たな安定状態に移行する地球―焦熱化現象

ところで，温暖化の危機と言いますが，単

に平均気温が２～３度変化するだけなら，現

代人類が誕生してからここ30万年の間にも何

回も起こっていることで，厄介な問題ですが

致命的とまでは言えません。ラブロックが心

配するのは，人間がこのまま炭酸ガスを出し

過ぎると，ある時点で制御不能の急激な温暖

化が起り，６～７℃も高温になって，そこで

安定化してしまう（焦熱化現象）ことです。

これも地球にとっては自然現象の１つに過ぎ

ないのですが，人間の文明社会にとっては致

命的なことになりかねない。こういうことを

『ガイアの復讐』の中で警告しているのです。

5,500万年前にあった焦熱化現象

焦熱化現象は，5,500万年前の始新世時代に

起こっています。その時，ほぼ１兆トンの炭

酸ガスが大気に放出された結果，温帯地方で

８℃，熱帯地方でも５℃ぐらい平均気温が上

昇し，その影響が20万年続いたということが

地質調査などで明らかになってきました。原

因は，海底からのメタンガスの大量放出のよ

うです。量的には大変な量ですが，放出には

１万年かかっており，これは現代の速度より

は大変ゆっくりです。我々は，わずか150年の

間に，温室効果ガス0.5兆トンを大気中に放出

してしまいました。あと30年ぐらい今のまま

続けていますと，5,500万年前と同じ１兆トン

放出してしまうことになります。

地質マーカーから調べますと，焦熱化時代

の炭酸ガス濃度は900ppmであったことが判っ
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ています。しかし，これは焦熱化が起こった

後の値であって，焦熱化への引き金が引かれ

たのは，もっと低い値だったに違いありませ

ん。この，言わばPoint of no returnを越えてし

まうと，温暖化は止めようにも止められなく

なる，そして元へ戻るのに20万年もかかると

いうことになるわけです。ラブロックのモデ

ルでは500ppmを超えると，こうした正のフィ

ードバックへの引き金が引かれる可能性が高

まります。もうほとんど余裕はないのです。

CO2排出の現状と緩和技術

CO2排出の現状

［増えた豊かな人口］

付加価値をあげるのに，どのぐらいエネルギ

ーを使っているかを示す「エネルギー原単位」

は，1971年～2004年に33％も減少しました。よ

り少量のエネルギーで同じだけの生産物を作れ

るようになったのですから，本来なら排出量の

低下に結びつくはずです。しかし，図７で分か

るように，この間に世界の人口が69％増，所得

の伸びはそれを上回る77％増となりました。つ

まり，より豊かな生活をする人の数が増えたた

めに，総排出量が増えているのです。

［排出量で突出するアメリカと中国］

図８は2004年時点でのCO2国別排出量です。

京都議定書批准国の排出量は，全体の４分の

１ぐらいしか占めていないことが分かります。

図９は１人当りCO2排出量で，アメリカは日

本の倍，中国はまだ日本の３分の１です。

図10で国別排出量の推移を見ますと，近年，

中国，インドが急速に排出量を増やしてきて

いることが分かります。
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図７　CO2排出量増加の要因（所得，人口，エネルギー消費量等）

（出所：IPCC「第４次報告書」）

図８　CO2の国別排出量（2004年）

（出所：環境省）



図11では真ん中の相関線から左上に外れる

ほどエネルギー使用が非効率な国で，右下に

行くほど効率的な国となります。日本のエネ

ルギー効率の高さは抜きん出ています。もう

１つ印象的なのは，中国，中東あたりの途上

国が左下の原点近くに固まっており，先進国

との間では，GDP，１人当たりエネルギー消

費量に格段の差があるということです。

世界平均気温の上昇の影響と緩和技術

地上の平均気温が上がるとどんな影響がある

か。珊瑚の白化は２℃でもかなり顕著に現われ

ます。平均気温が４℃も上がるような状況にな

ると，生態系の40％の種が絶滅し，メタンの大

量放出など正のフィードバック現象が出てきか

ねません。温暖化緩和技術には，エネルギー供

給，運輸，建築，産業，農業，林業，廃棄物な

どの分野で色々なものが『第４次報告書』で取

り上げられています。このうち，エネルギー供

給分野では，石炭からガスへの転換，原子力発

電，再生可能エネルギー，コンバインドサイク

ル，CCSの早期導入など掲載されています。し

かし，化石燃料を使わない技術であっても，設

備効率の善し悪しで温暖化の抑制効果には横綱

と子供ほどの差が出てくることに注意しなけれ

ばいけません。
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図９　１人当りCO2排出量（2004年）

図11 GDPとエネルギー消費（1999年）

図10 国別CO2排出量の推移
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（出所：環境省）

（出所：EDMC/エネルギー・経済統計要覧2002年版）

（出所：環境省）



［原子力のCO2削減効果］

原子力は非常に出力が大きいために，炭酸

ガス抑制に果たせる力は絶大です。図12に示

す2003年は，東京電力の不祥事件などの影響

で原子力の稼働率が57％にまで落ち込んだ年

でしたが，それでも，原子力によって1.83億

トンというCO2削減効果が得られています。

2005年に稼動率が70％に復旧しますと，削減

量は2.3億トンにまで伸びました。原子力のよ

うに単体でこれだけ大きな削減効果を出せる

エネルギーは他にはありません。アメリカ並

の稼動率が得られるようになれば，京都議定

書で約束した削減義務量の半分ぐらいを軽く

カバーできる実力があるわけです。

［発電のEPR評価］

発電所を運転してエネルギーを取り出すに

は，まず，設備や材料を調達しなければなら

ず，建設のためにもエネルギーは必要です。

発電所の建設から廃止までの一生の間に使っ

たエネルギーと取り出したエネルギーとの比

率がEPR（Energy Profit Ratio）で，発電方式毎

にEPRを比較した結果が図13です。再生可能

エネルギーのEPRはあまり高くありません。

中には１を下回り，一生かかってもエネルギ

ーのもとが取れないものもあります。一般に，

再生可能エネルギーは，系統電力のとどかな

いところとか，ニッチな利用状況下では威力

を発揮すると思いますが，基幹電源として使

うには不向きだろうと思います。

ラブロック博士も「地球環境の危機的状況

から脱却するには，原子力というポテンシャ

ルのあるエネルギーを，偏見なしに使ってい

く必要があるのではないか」と強く主張して

います。彼は原子力がそもそもの宇宙の「デ

ファクトエネルギー」であり，放射能や核分

裂も環境に不可欠な一部だということを認識

している数少ない環境学者の１人です。注目

していただきたいのは，彼がこの意見を公に

表明したのが1988年（“Age of Gaia”）のこと

で，彼の環境学者としての立場は，以前から

微動だにしていないということです。
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図12 原子力のCO2削減効果（2003年）
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図13 発電方法のEPR評価

（出所：電力中央研究所「電中研ニュースNo.439」）

（出所：電気事業連合会試算）



［原子力の設備稼働率向上が日本の課題］

図14は主要国における原子力の設備稼動率

の推移です。かつては日本が稼動率の高さを

世界に誇っていた時代もありましたが，今は

アメリカが非常に高い稼動率をあげています。

世界で安全に高い稼動率をあげているところ

は，アメリカ，韓国，フィンランド，ドイツ

など数々あります。日本の原子力安全実績は，

今も世界のトップクラスを維持しており，稼

働率が低いのは，社会制度や規制体系などの

理由によるものです。こうした問題点を１つ

ずつ解決していく必要があると思います。

［CCS］

今後取組むべき技術の中で，IPCCが大きく

取り上げているのは，炭酸ガスの貯留技術

（CCS）です。日本では譛地球環境産業技術研

究機構（RITE）が新潟県長岡市などで実験し

ています。技術的には非常にうまくいってい

ますが，分離回収費がかさむのが問題点の１

つです。

［バイオマスへの期待］

日本では新エネルギー導入促進のために，

2010年度における導入目標を定めています。

その中で，バイオマスの占める位置が非常に

大きくなっていることが注目点として挙げら

れると思います。実は，導入目標の発電分野

838万褌のうち586万褌（含む廃棄物発電）），

熱利用分野1072万褌のうち791万褌がバイオマ

スなのです。

［日本は省エネ技術で世界貢献を］

図15は，日本が世界に冠たる省エネ国であ

ることの証拠です。同じGDPを生み出すのに，

アメリカでは日本の2.7倍ものCO2を出してい

るわけですし，環境先進国を自負しているヨ

ーロッパも実は日本の1.6倍も出しています。

したがって，世界が日本並の効率でエネルギ

ーを使用すれば，それだけで炭酸ガス問題は

解決するわけです。

今度のAPEC会議の結論に「エネルギー効率

を25％上げる」ということが盛り込まれたこと

は，こういった高効率技術を世界に広めるはず

みとなるわけで，日本が貢献できる道筋がはっ

きりし，非常によかった思います。
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図14 主要国の原子力発電所の設備利用率の推移

図15 エネルギー利用効率の国際比較

（出所：原子力施設運転管理年報　他）

（出所：IEA Energy Balance 2004）



急がれる長期的な安定化対策

IPCCが主張しているように，なるべく早い

時期に大気中の炭酸ガス濃度を低水準で安定

化させなければなりません。気温上昇を２℃

以内に抑えるには，2015年までに排出を減少

に転じさせ，2050年の排出量を2000年比の

50％～85％削減する（カテゴリー１）のよう

な大幅な削減が必要となります。しかし，従

来模索されているシナリオは，表４に示すよ

うに，カテゴリー４のものが圧倒的に多く，

理想と現実の間にはまだ大きな乖離がありま

す。これをどう克服してゆくかが問題です。

色々な国に世界に冠たる日本の省エネ技術

を供与して，炭酸ガス削減効果を高めるため

には，京都メカニズムの中のCDM（Clean

Development Mechanism）と呼ばれるシステム

を積極的に活用してゆく必要があります。IEA

資料によると，2006年５月時点で開発中の

CDM案件の半分近くが発電系プロジェクトで

すが，CO2削減効果は非常に小さいのです。

一方で，CO2効果の大きい原子力などが，一

部ヨーロッパ諸国などの反対で，CDMの対象

から外されているという状況があります。ま

ず，こういう問題を改善しなければ，温暖化

防止の実効はあがりません。

さいごに―「持続的な撤退」へ向けて

ラブロック博士は，「持続的な発展などはあ

り得ない。持続的な撤退だ」と言っています

が，この言葉は「経済的な撤退をしろ」とい

う意味ではありません。IPCCが言っているよ

うに，温室効果ガス排出を何とか抑えて減少

へ持ち込んでいくことを「持続的な撤退」と

いう表現で強調しているのです。そのために

も，必要な経済活動は維持しながら，その活

力を原資として温暖化ガスの排出を押さえ込

み，世界がより公平で住みやすくなるよう文

明の持続性を保っていくシナリオが必要にな

ってくると思います。「2050年に50％削減」と

いった“Cool Earth 50”のビジョンを達成する

ためには，原子力などの強力な非化石エネル

ギー技術をはじめ，炭酸ガス抑制に効果のあ

る技術イノベーションを広範に促進し，全世

界に広めてゆくことが前提となります。ラブ

ロックが言うように，我々人類は地球の疫病

ではなく，その頭脳となり魂とならなければ

ならない。そのような社会的環境を築き上げ

てゆくために，ここにおいでの皆様のご健闘

を心からお祈りしたいと思います。

ご静聴ありがとうございました。（拍手）
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表４　長期的な安定化シナリオ

（出所：IPCC「第４次報告書」）



はじめに

今日は３つのテーマでお話ししようと思い

ます。まずは，学術会議の国際連合会のよう

な組織IAC（Inter‐Academy Council）から10

月に発表になる“Lighting the Way: Toward a

Sustainable Energy Future”という報告書のエッ

センス，それから再生可能エネルギーの役割，

最後に，バイオマスへの期待について私のコ

メントを述べさせて頂きたいと思います。

“Sustainable Energy Future”のエッセンス

IACのレポート“Lighting the Way: Toward a

Sustainable Energy Future”は，「気候変動に関

する政府間パネル」（IPCC）のレポートと同

様に，Lead Authors（執筆陣）を作って書かれ

たものです。私も執筆陣の一員だったので，

今日はそのエッセンスである９項目の勧告か

ら紹介します。

（１）エネルギー・アクセス

Basic Energy Needsを満たされていない人々

が地球上には20億人いると言われています。

そういう貧しい人々に電気やクリーンな燃料

を提供することが一番重要だという勧告です。

エネルギーアクセスは，国際的な不平等だけ

でなく，国内的な不平等も随分あるというと

ころに着目する必要があるという指摘です。

［特別講演］

持続可能なエネルギーシステム

―16 ―

山　地　憲　治
東京大学大学院　工学系研究科

電気工学専攻　教授

1. Meeting the basic energy needs of the　poorest people 
on this planet is a moral and social imperative that can and 
must be pursued in concert with sustainability objectives. 
 
　－貧しい人々に電気とクリーンな燃料を提供する。 
　－エネルギーアクセスにおける国際的不平等とともに国 
　　内的な不平等を解決する。 
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図１　電力消費と豊かさの関係
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図１の縦軸は豊かさの指標で，Human

Development Index（人間開発指標）という国

連開発計画（UNDP）が作っているものです。

横軸は１人当たり電力消費ですが，開発指標

の低い国は電力消費も小さいことが分かりま

す。インドのように電気をほとんど使ってい

ないような国がいっぱいあります。この部分

を何とかしなければいけないということです。

これは，世界という視点から持続可能なエネ

ルギーを考えるとき一番重要な問題ですが，

先進国に住む我々がしばしば忘れがちなこと

だと私も思っています。なお，一国の中での

エネルギーの不平等も大きな問題です。例え

ば，インドネシアの農村部における調理風景

（伝統的バイオマス利用）とインドネシア都市

部での調理風景（LPG等を利用）は全く異な

ります。この国内の不平等問題への対処も重

要です。

（２）脱炭素化

エネルギー効率を上げて，エネルギーの，

あるいは経済のCarbon Intensity（炭素集約度）

を下げる。まず，先進技術の普及が必要です。

わが国は高い先進技術を持っているわけです

から，これを普及していくことは非常に大き

な効果を持つであろうと思います。また，二

酸化炭素（CO2）削減効果を反映する適切な

価格シグナルが必要です。「炭素取引のため」

ということではありません。実は，世界には

エネルギー価格が不当に安い所もあります。

そこでは，エネルギーが不当に無駄使いされ

ているわけです。そういう無駄使いをさせな

いために，色々な経済条件，環境コストも含

めた価格シグナルを出さなければいけないと

いうことです。

あと，情報が大事です。技術的なポテンシ

ャルは非常に大きいのに，知らないというこ

とが，その技術の普及を阻むことがあるので

す。図２はアメリカの冷蔵庫に関するグラフ

です。サイズは大きくなっていますが，１台

当たりのエネルギー消費量は，オイルショッ

ク後，ぐんと下がり，しかも値段まで下がっ

ています。こういうことが起こるということ

をよく知らせる必要があります。
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図２　米国における冷蔵庫の性能向上と省エネ

2. Concerted efforts must be made to improve energy 
efficiency and reduce the carbon intensity of the world 
economy. 
 
　－エネルギー効率向上と脱炭素化を目指す。 
　－世界全体への先進技術の普及。 
　－CO2削減効果を反映した適切な価格シグ 
　　 ナルの導入。 
　－ラベリングや規格・基準などで情報提供。 
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（３）CO2の回収貯留（CCS）

資源量では石炭資源が非常に多いわけです。

石炭資源をクリーンに使う技術は，ガス化や

液化など色々ありますが，その中にCCSも入

れて考えていくことが非常に重要だろう。こ

れが，費用対効果の面でも温暖化対策として

非常に大きな役割を果たすだろうと指摘して

います。しかし，CCSではCO2を地中や海底に

貯留するわけですが，その漏洩に関する懸念

が人々の間にあるので，それへの対応を今か

らしておかなければいけないという指摘もあ

ります。それから，世界では石炭火力が最も

主要な発電プラントですから，既設の石炭火

力への適用ということを考える。なお，私は

2007年６月に“Cool Earth 50”と銘打って安倍

首相が言った「2050年に世界全体で二酸化炭

素を中心とする温室効果ガスを現状の半分に

する」というのはまず実現不可能だと思って

いますが，それをやろうとすると，恐らく先

進国は排出量をゼロあるいはマイナスにする

必要があります。排出量をマイナスにできる

技術は，カーボンニュートラルなバイオマス

を使って，しかもCO2を大気へ戻さずにCCSと

組み合わせることだと思います。例えば，

IPCCのSRESシナリオを基準にして，平均気温

の上昇幅を２℃以内に収めようとすると，21

世紀後半はCO2排出量がマイナスになる場合

が出てきます。その時は恐らく，バイオマス

とCCSとの組合せが非常に重要になる。バイ

オマスにはそういう意味もあります。

（４）地政学的紛争と経済的脆弱性

いわゆるエネルギーセキュリティです。特

に石油・天然ガスの需給安定化を目指すべき

である。中でも，わが国の『新・国家エネル

ギー戦略』の中でも取り上げられている輸送

部門の脱石油が強調されています。ここでも，

バイオ燃料が非常に大きな役割を果たすでし

ょうし，プラグインハイブリッド車，それか

ら，エンジンも考えた上での水素燃料，交通

インフラ改善というのがあります。

エネルギー変換を繰り返す場合，局所的に

見て良さそうでも，全体を見ないと本当に良

いかどうか分からないことがあるので，LCA

（Life Cycle Assessment）の視点での評価が重

要だと指摘しています。エネルギーセキュリ

ティのところから輸送部門へ一足飛びに飛ん

でいるのですが，輸送部門の脱石油に相当焦

点を合わせた書き方になっています。

（５）原子力

原子力が非常に重要な役割を果たすと書い

てあります。ただ，コストの問題，安全・安

心の問題，核不拡散の問題，老朽化した原子

炉の対策，廃棄物の安全な管理処分に取組む

という条件付きです。核不拡散対策は技術と

は別のアプローチをする必要があり，国際制

度の構築というところを指摘しています。ま
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3. Technologies for capturing and sequestering carbon from 
fossil fuels,　particularly coal, can play a major role in the 
cost-effective management of global carbon dioxide 
emissions. 
 
　－CO2回収・貯留（ＣＣＳ）の推進。 
　－クリーンコール技術の開発普及。 
　－CO2漏洩等に関する懸念への対応。 
　－既設石炭火力へも適用。 
　－バイオマスとCCSを組み合わせればCO2排出をマイナ 
　　スにすることも可能。 

4. To reduce the potential for future geopolitical conflict and 
economic vulnerability associated with competition for oil 
and natural gas supplies, governments should commit to: 
 
　－石油・天然ガスの需給安定化。 
　－特に輸送部門の脱石油を目指す： 
　　バイオ燃料，プラグインハイブリッド車，水素燃料，   
       交通インフラ改善等。 
　－液体燃料製造のLCAの視点での評価。 

5. Nuclear power currently supplies about 16 percent of world 
electricity generation; as a low-carbon resource it can play a 
significant role in the world's future energy portfolio but only if 
major concerns related to capital cost, safety, and weapons 
proliferation are addressed. 
 
　－安全性の確保：高齢原子炉対策，廃棄物の安全な管理・ 
       処分。 
　－核拡散対策：国際制度の構築と技術対策。 
　－透明性あるプロセスによる原子力再評価。 
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た，今後，原子力を世界規模で進めていくた

めには，世界の合意が必要で，透明性あるプ

ロセスによって原子力を再評価するという動

きをしたらどうかという提案をしています。

（６）再生可能エネルギー

再生可能エネルギー一般に相当大きな可能性

がある。よく「再生可能エネルギーは人気があ

るけれども実力がない」と言われますが，その

あたりはかなり精査しています。中でも実力の

点では，バイオマスに相当期待している。地熱

に関してもかなり詳しい調査をしてあります。

要するに，技術開発とともに，導入促進施策が

大事だということ，技術開発の中では，特に太

陽電池の薄膜型に言及しています。これはわが

国の研究開発の今後の方向の中でも取り上げら

れていることと一致します。ただ，やはりこう

いうものは密度が薄いために，広大な土地が必

要だし，設備も大規模になるので環境対策につ

いても指摘をしてあります。

では，今の再生可能エネルギーはどれぐら

い実力があるのか。表１に示します。2005年

で新再生可能エネルギーが17.26EJあります

（恐らく，薪や動物の排泄物を乾燥させたもの

などの伝統的バイオマスがこのほかに約40EJ

あると思います）。その中で大きいのはモダ

ン・バイオマスです。今世紀に入ってからの

年々の伸び率では，バイオエタノール，バイ

オディーゼル，地熱，小規模水力（１万kW以

下の水力），風力，太陽エネルギーが伸びてい

ます。風力は伸び率で26.56％ですが，絶対量

ではまだ 1 . 8 6 E J に 過ぎません。 L o w

Temperature Heat（太陽の低温熱供給）は，太

陽熱温水器の推定使用量ですが，太陽の利用

は光よりもまだ熱の方がかなりの値になって

います。しかも伸び率が結構高い。太陽熱は，

わが国ではやや足踏み状態ですが，世界で見

ると伸びています。

世界全体のエネルギー需要の伸び率（年率

1.6％）に対して，新再生可能エネルギー全体

の伸び率は11.51％と急速です。やはり再生可

能エネルギーというのは，今後に期待して良

いと言うことです。

（７）バイオ燃料
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6. Renewable energy in its many forms offers immense 
opportunities for technological progress and innovation. The 
contribution of renewable resources (e.g., wind, biomass, 
solar, geothermal, and hydropower) in the world's energy mix 
should be substantially expanded. 
 
　－再生可能エネルギーの導入政策の充実。 
　－薄膜PV等の技術開発。 
　－密度の低いエネルギー源の大規模導入に伴う環境対策も 
       重要。 

Modern Biomass Energy Total 
　Bioethanol  
　Biodiesel 
　Electricity 
　Heat 
Geothermal Energy Total 
Small Hydropower Total 
Wind Electricity Total 
Solar Energy Total  
　Low Temp Heat 
　Thermal Electricity 
　PV 
Marine Energy Total 
Total Modern Renewables 
Total Primary Energy Supply 1.60

11.51
0.46
～50.0
0.46
41.92
41.83
26.56
27.47
18.37
1.17
2.41
34.27
16.36
2.50

477.10
17.26
0.01
0.17
0.01
2.78
2.96
1.86
2.08
1.18
6.94 
1.39
0.13
 0.73
9.18

Growth Rate 
(% per year for 2001-2005) 

Production (EJ)  
2005年 Source/Technology

Modern Renewables/TPES (in percent) :   3.6

表１　新再生可能エネルギーの生産と成長

7. Biomass-based fuels hold great promise for simultaneously 
addressing climate change and energy-security concerns, 
especially related to the world's current dependence on 
petroleum fuels for the transport sector. 
 
　－輸送用燃料分野でのバイオ燃料の活用。 
　－持続可能な農業など土地管理が重要。 
　－バイオリファイナリーでエネルギー以外の高価値物質も 
       製造。 
　－遺伝子工学（品種改良等），生物化学変換（酵素利用 
       等）を含め多様なバイオマス利用技術の開発。 

 

モダンバイオマスエネルギー（Modern
Biomass Energy）は，高エネルギー利用効
率の商業エネルギー。近代的で高効率の設
備（ボイラー，ガスタービン，液化設備な
ど）で主に産業用に使用される。これに対
して，伝統的バイオマスエネルギー（Tra-
ditonal Biomass Energy）は，主に家庭にあ
る小規模な設備（コンロ，暖炉など）で使
用される低エネルギー効率（主に15％以下）
の非商業エネルギーである。
（山地憲治，山本博巳，藤野純一, “バイオ
エネルギー”，ミオシン出版（2000）より）

※
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再生可能エネルギーの中でも特にバイオ燃

料に期待がかかります。再生可能エネルギー

は，ほとんどがモノではないため，電気や熱

にする以外の利用法がありません。しかし，

バイオマスはモノですから燃料になるのです。

ただし，土地管理，食糧との競合の回避は重

要です。さらに，バイオマスからは，エネル

ギー以外の高価値物質の製造もできます。こ

れと組み合わせろと言っているわけです。栽

培の方では品種改良の遺伝子工学が，変換の

方では発酵や糖化の生物化学変換など，最先

端のバイオ技術と関係しています。

（８）貯蔵，輸送

水素利用のときの水素の貯蔵もあります。

わが国もバッテリー技術は得意ですが，そう

いう貯蔵技術が重要だと述べています。特に，

再生可能エネルギーの間欠性を考えると，貯

蔵との組み合わせ，あるいは輸送と貯蔵をセ

ットで考えるということを指摘しています。

電力グリッドの革新では，１番目のエネル

ギーアクセスのことを考えても僻地での小さ

いグリッド，先進的な所では電力自由化とも

絡む情報通信技術を駆使したスマートグリッ

ド，さらに，エネルギー計量の電子化とリモ

ート計測，あるいはデマンドコントロールな

どを指摘しています。

（９）エネルギーR&Dの予算の増強

第一次，第二次オイルショックの後増大し

たエネルギーR&Dの予算は，その後減少の一

途を辿っています。それを逆転して増強する

必要がある。また，国際協同のエネルギー開

発では，国際熱核融合実験炉（ITER）だけで

なく色々な展開が必要だろう。さらに，供給

だけでなく需給統合システム，あるいは政策

評価，エネルギーの教育・啓発の重要性など

を９番目の項目で指摘しています。

再生可能エネルギーの役割

「再生可能エネルギーは実力がないのになぜ

注目するのか」という素朴な疑問がいつもある

と思いますが，新再生可能エネルギーの増え方

を見ると急成長しているのです。水力を含める

と，少なくとも今後数十年程度はその供給力の

増加が原子力の増加を上回りそうです。また，

取り残された地域へのエネルギーサービス提供

という点で，地元で利用できる再生可能エネル

ギーは非常に効果的です。特に，アジア地域で

は再生可能エネルギーが重要になってきます。

世界の電源構成と再生可能エネルギー

一次エネルギー統計を見ると，原子力に対

して水力が３分の１ぐらいになっているもの

をよく見ますが，これは統計上のトリックで

す。発電電力量（kWh）で言うと，原子力と

水力は現在のところ世界全体でほぼ同じ量で

す。ところが，一次エネルギー換算すると，

水力は100％，原子力は発電効率30数％で換算

する場合があり（わが国の総合エネルギー統

計は違いますが），一次エネルギーでは原子力

が水力の３倍に増えるのです。

世界の電源構成を見ると，原子力は70年代，

80年代に伸びたのですが，90年代には水力が再
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8. Progress in developing cost-effective energy storage 
technologies, new energy carriers, and improved 
transmission infrastructure is needed to reduce costs and 
expand the contribution from a variety of energy supply 
options. 
 
　－革新的なエネルギー貯蔵・輸送システムの開発：水素利 
       用、物理的・化学的エネルギー貯蔵→間歇的な再生可能 
       エネルギーの利用。 
　－電力グリッドの革新：長距離輸送、スマートグリッド。 

 

9. The science and technology community - together with the 
general public - has a critical role to play in advancing 
sustainable energy solutions and must be effectively engaged. 
 
　－エネルギーR&D予算の増強。 
　－国際共同エネルギー研究開発の推進。 
　－需給を統合したシステム効果の追及。 

 

　－エネルギー政策・制度の評価。 
　－エネルギー教育・啓発・広報の充実。 

季報エネルギー総合工学



び追いつきました。将来予測では，原子力は供

給力増加に時間がかかるので，当面は水力の方

が原子力を上回ると予想されています。水力を

含めた再生可能エネルギーとなると，決して無

視できるような小さいものではないということ

を是非理解して頂きたいと思います。

図３は日本エネルギー経済研究所の見通し

による世界の一次エネルギーの増分の内訳の

変化です。1971年から2004年ですと，化石燃

料が多くて，原子力，水力，その他再生可能

エネルギーの順ですが，今後の25年ぐらいの

予測を見ると，原子力よりも再生可能エネル

ギーの増分の方が多いと見ています。

アジアにおけるエネルギー消費量の変化

図４に示すように，アジアの技術進展ケース

では，石油，天然ガスの使用量を減らして温室

効果ガスを抑えるのですが，減少分を補うのは，

原子力（石油換算で5,200万トン：約4,000万

kW），水力（同3,400万トン），新エネルギー等

（同8,600万トン）です。一番多いのは，新エネ

ルギーです。つまり，向こう30年程度だと，再

生可能エネルギーに対する期待は，原子力に匹

敵，ないしはそれ以上ということです。

わが国の現状と現行目標―新エネの再定義

「日本は再生可能エネルギーに不熱心であ

まり使っていない」と思っている人がいるよ

うですが，そうではありません。表２のよう

に，電力分野での再生可能エネルギーで，日

本は欧米に較べて全然見劣りしていません。

風力，太陽光よりもバイオマスが多いです。

政策との関連では，2006年に「総合資源エ

ネルギー調査会新エネルギー部会」において，

― 21 ―

図３　世界の一次エネルギー消費増加量（エネルギー源別）

（出所：アジア世界エネルギーアウトルック2006）

図４　技術進展ケースでの2030年におけるアジアのエネルギー消費量変化

（出所：アジア世界エネルギーアウトルック2006）
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新エネルギーの定義の再整理を行ないました。

日本の新エネルギーには，クリーンエネルギ

ー自動車や燃料電池，天然ガスコージェネな

ど「利用側の新エネルギー」があったのです

が，再生可能エネルギーとの対応をよくする

ために整理しました。再生可能エネルギーの

中には大型水力や海洋エネルギー等があるの

ですが，新エネルギーに指定して特に推進し

ようというのが，太陽熱・光，バイオマス

熱・発電，風力，中小水力，地熱です。その

うち電力系統へ連系する部分については，「新

エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」

（RPS法）で小売をする電気事業者に一定割合

を「新エネルギー等電気」にするよう義務づ

けています。

また，日本は1974年に始まったサンシャイン

計画以降，新エネ関係の開発プログラムを進め

てきました。技術実証から導入普及，電力業界

の取組み，RPSなどの法制度があります。かつ

ては「技術プッシュ」型のやり方でしたが，最

近は，市場を作ってそちらに引っ張ってやろう

という「市場プル」型に政策転換してきていま

す。RPS法は新エネの市場を人工的に作った

上で，その中で競争させようという仕組みに

なっています。

［太陽光の現状］

日本の太陽光発電は，設置容量で2005年にド

イツに並ばれ，今はドイツの方が多くなりまし

た。その背景には，ドイツの約70円／kWhでの

買上制度（自家消費分含む）がありますが，そ

の政策がいつまで続くか私は疑問に思っていま

す。導入政策としては，日本のRPS程度の，あ

るいは電力会社の余剰購入買い取りメニュー程

度の「デマンド・プル」型の方が，太陽光の市

場参入の活力を作ることに適していると考えて

います。

［風力の現状］

風力もやっと導入量が100万kWを超えてきま

した。世界では約6,000万kWで，ドイツだけで

2,000万kWですから，それに比べると少ないで

す。2010年の300万kWという導入目標に届くの

は難しいでしょうが，今後は洋上風力や新技術

の開発に挑戦していく必要があると思います。

もう１つ解決すべき問題として，系統連系

の問題があると思います。今でも入札は多い

のに，電力会社が受け入れる量がそれより少

なく決まっています。これは出力変動が激し

い風力が系統に与える影響を心配してのこと

です。系統連系の問題を解決すれば，地上だ

けでももう少し導入量が増えると思います。

また，これは技術課題であると同時に制度的

課題でもあると考えています。

［新エネ導入目標］

新エネ導入目標（2010年度）の７割ぐらい

はバイオマスです。発電分野838万褌のうち

586万褌（含む廃棄物発電）），熱利用分野1072

万褌のうち791万褌がバイオマスです。

また，RPS制度では，小売電力量に占める

「新エネルギー等電気」の比率を当初，2010年

に年間総電気販売量の1.35％（絶対量122億

kWh）としていましたが，最近４年延長し，

2014年で160億kWhとしました。図５に進捗状

況を示します。太陽光は設備利用率が低いこ

とと，自家消費分を差し引いた分だけの勘定

のためこの程度になっています。ここでもバ

イオマスの寄与が大きいことが分かります。
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表２　再生可能エネルギー導入比率（電力）
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バイオマスへの期待

バイオエネルギーの位置づけ

バイオマスには色々な分類法があります。１

つに，廃棄物系，未利用系，資源作物系という

分け方があります。値段で見ると，廃棄物系は

逆有償。未利用系は無料ですが収集コストがか

かる。資源作物は栽培段階からコストがかかる

ので，価格は廃棄物系，未利用系，資源作物系

の順に高くなるでしょうが，この逆の順で質の

良いのが出てくるということになります。

ともかく，バイオマスは，種類が沢山あるた

めに全体像がつかみにくいので，利用システム

を考える時には，どこか一点に光を当てて見る

（例えばエネルギーとしてだけ）のでなく，マ

テリアル利用も考えて，全体像を見ることが非

常に重要だと考えています。

アジアにおけるバイオ燃料の意義

［アジアで進むモータリゼーション］

図６は豊かさ（１人当たりGDP）と自動車保

有率の関係を表わしています。国土が狭いから

だと思いますが，日本は豊かさに較べれば自動

車保有率はモデストな方です。韓国，中国，ベ

トナム，インド，タイ，いずれも急速に伸びて

います。中国でもこのために石油需要が物凄く

増えてきているところで，バイオ燃料という再

生可能エネルギーが自動車に使えるというのは

非常に重要なポイントだと思います。

［アジアにおけるバイオ燃料供給力］

図７は日本エネルギー経済研究所による

2030年におけるバイオ燃料の導入シナリオで

す。レファレンスだと約1,300万トン（27万バ

レル／D相当），石油消費量の0.6％ぐらい。技

術進展ケースだと約2,400万トン（約50万バレ

ル／D相当）になります。過大な期待はでき

ないにしてもバイオ燃料は重要です。

世界的にはバイオエタノールが大きな注目

を集めているのですが，アジア地域ではバイ

オディーゼルを特に重視すべきだと私は考え

ています。パームというバイオディーゼルの

原料がアジアに多く賦存するという理由もあ

ります。図８にアジアにおけるバイオエタノ

ールとバイオディーゼルの導入可能量を示し

ます。バイオエタノール3,200万トン（石油換

算）に対してバイオディーゼルが3,600万トン

です。アジアでは供給可能量としてバイオデ

ィーゼルの方が多いのではないかと思います。
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図５　新エネルギー等電気の供給総量

図６　モータリゼーションの進展

（出所：アジア世界エネルギーアウトルック2006）
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世界のバイオエタノール生産

［ブラジルのバイオエタノール］

図９に示すとおり，ブラジルでは約３億ト

ンのサトウキビ生産量のうち，半分がエタノ

ール仕向け，残り半分が砂糖仕向けです。だ

から，サトウキビをエタノール用に栽培して

いるという部分がかなりあります。私はブラ

ジルの人に「いっぱい土地があって供給力は

十分だよ」と説得されました。面積を見ると

そんな気もしますが，環境問題がまったくな

いわけではないと思っています。

［アメリカのバイオエタノール］

図10の2005年の数字は推測ですが，1,500万

褌，これが今や2,000万褌近くになっていると

思います。ブッシュ大統領の政策によってこ

のところ急激に増大しています。しかし，現

状ではアメリカのトウモロコシ生産の中でエ

タノール仕向けはまだごく僅かです。だから，

トウモロコシ価格が高騰しているのは，多分

に投機的な要因があると考えられます。

世界のバイオディーゼル生産

バイオディーゼル燃料（BDF）で先行して

いるのはヨーロッパです。図11で分かるよう

に，特にドイツで盛んで，原料のほとんどは

菜種油です。

今，インドネシア，マレーシアではパームが

バイオディーゼルの原料として注目されていま

す。パームは食品や化粧品に使われている油で

すが，暖かい所だとそのままでもディーゼルエ

ンジンの燃料になります。日本では固型化する

でしょうが，パーム油をエステル化等の処理を

すれば軽油代替燃料にはなります。パームの今

後の展開が注目されるところです。
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図７　アジアにおけるバイオ燃料（2030年）

（出所：アジア世界エネルギーアウトルック2006）

図８　アジアでのバイオ燃料導入可能量（2030年）

（出所：アジア世界エネルギーアウトルック2006）

図９　ブラジルのエタノール生産 図10 アメリカのエタノール生産

（出所：F.O.Licht’s WEBER04（2005年は推計値））（出所：F.O.Licht’s WEBER04（2005年は推計値））
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バイオマス資源とエネルギー転換技術

燃料用バイオマス以外にも木質系をはじめ，

草本系から糞尿，食品廃棄物，澱粉，糖など，

エネルギーに利用できるバイオマスが沢山あ

ります。また，性状がドライかウェットかで

処理が随分違ってきます。ウェットだと燃焼

や熱化学変換には向きませんから，生物化学

変換が注目されると思います。表３に，色々

なバイオマスの種類に対する変換技術を示し

ました。

バイオマスの供給力

私どもの研究チームで10年来やっている，

バイオマスの流れをシステマティックに捉え

る研究を紹介します。バイオマスは森林系，

食料系，いずれも基本的に土地を利用します。

木材系バイオマスだと図12，食料系だと図13

のようになります。

バイオマスの主な用途は今のところ，エネ

ルギー用よりも材料や食料用途ですが，バイ

オマスフローをシステマティックに追いかけ
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図11 EUにおけるバイオディーゼル（BDF）

表３　バイオマス資源とエネルギー転換技術の対応マトリックス

（出所：第20回燃料政策小委員会資料） （出所：BIOFUEL BAROMETER, MAY 2006）
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ていくと，副生的に出てくるバイオマスのエ

ネルギーとしてのポテンシャルがどのくらい

か分かるわけです。

図14はバイオマス残渣の究極エネルギー供

給可能量です。木とか紙とか食料などのバイ

オマス利用に伴って出てくる，林地残材，カ

ンナ屑，あるいは食品廃棄物とかを全部集め

てどれぐらいのエネルギーになるか示してい

ます。その残渣のエネルギーが今世界全体で

約100EJ（石油換算で約25億トン）あります。

現在の世界の一次エネルギー使用量は石油換

算で約100億トンですから，その４分の１程度

が我々が通常エネルギーだと思っていないバ

イオマスの残渣という形で存在するというこ
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図12 検討した木材系バイオマスフロー

図13 検討した食料系バイオマスフロー

図14 バイオマス残渣の究極エネルギー供給可能量
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とです。地域別で見ると，結構人口の多いと

ころに残渣が多いですからなかなかいい分布

をしています。そして，この残渣系バイオエ

ネルギーの供給ポテンシャルは今後大きく増

大していきます。このエネルギーを利用する

のが廃棄物，あるいは未利用系のバイオマス

利用ということになります。

こういうポテンシャル（残渣バイオマスに

加えて，余剰耕地を利用したエネルギー作物

生産も考慮する）を勘定に入れて，最適化型

世界エネルギーモデルによって2100年までの

シミュレーションを行なってみます。コスト

が最小になるようにエネルギー需要を満たし

ていくわけですが，その時にCO2の制約をか

ける（例えば，大気中濃度を550ppmにする），

かけない（BAU:Business As Usual）という条

件の違いを考慮します。BAUケースが図15の

上，550ppmに維持するケースが下です。CO2
制約付きだと，植林，省エネ，天然ガスの燃

料転換，バイオマス，太陽光，原子力，CCS

といったものを組み合わせることによって

CO2濃度を550ppm以下に保ちつつ一次エネル

ギー生産を増やしていくわけです。

この中で，原子力とバイオマスは競合する

よりも協調補完します。BAUの場合，経済性

優先で世界のエネルギーシステムを選ぶので，

天然ガス，石油，石炭が増加します。原子力

は2000ドル／kWという建設コストを仮定した

のでなかなか選ばれません。しかし，550ppm

というCO2制約下で最適化すると原子力が21

世紀後半にかなり導入されてきます。同時に

バイオマスも相当増え，石油，石炭は物凄く

減るという形になります。つまり，原子力と

バイオマスは共存するのです。

「持続可能なエネルギーシステム」のために

ライフスタイルの再考

持続可能なエネルギーシステムという時に，

ライフスタイルが一番重要なポイントだと思い

ます。Peter Menzelという人が色々な国へ行っ

て，家の中の持ち物を全部外へ出して撮った写

真があります（Material World 2001）。様々なラ

イフスタイルを直感的にうかがい知れる写真で

す。アフリカのマリ共和国では大家族で子供が

多いが，ほんの少ししかモノを持っていない。

でも楽しそうです。一方，日本人はモノをいっ

ぱい持っています。これも楽しそうではありま

すが，モノの量の差ほどとは思えません。モノ

を沢山持つライフスタイルのままでは，恐らく

持続可能なエネルギーシステムの実現は難しい

のではないかと考えています。

誠に拙い話ですが，以上で終わらせていた

だきます。ご清聴ありがとうございました。

（拍手）
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図15 一次エネルギー生産量（BAU＆550ppmケース）
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はじめに

バイオマスのエネルギー利用における技術

について，その特徴と基本的課題，導入目標

とバイオマス量と転換技術，関連する政策的

な推移と動向，研究開発と導入普及の現状，

さらに新たな導入シナリオとロードマップ，

まとめとして今後の技術開発と導入促進とい

う順でお話しさせて頂こうと思います。

バイオマスエネルギーの特徴と基本的課題

［特徴］

バイオマスとは，再生可能な形で利用できる

生物由来の有機物です。バイオマスエネルギー

とは，これらを原材料としてエネルギー利用可

能な形態に変換した固体・液体・気体燃料及び

電力・熱の総称です。バイオマスの原料，それ

の収集・運搬といったものが重要ですが，入手

し易さという観点から分類しますと，図１のよ

うに廃棄物系，未利用系，資源作物系のバイオ

マスと分類できると思います。

バイオマスの炭素は，もともと大気中の二

酸化炭素（CO2）を植物が光合成で固定した

ものなので，燃焼等でCO2が発生しても実質

的に大気中のCO2を増加させないという「カ

ーボンニュートラル」という考え方は，地球

温暖化防止に役立つとともに，その導入促進

によって循環社会の形成，戦略的な産業の育

成，あるいは農山漁村の活性化に役立つとい

うことが期待されています。

［基本的な課題］

バイオマスエネルギーは，太陽光のエネル

ギーの約0.1％が蓄積されていくと考えられて

おり，その生いたちから，基本的には水分を

非常に含有しやすいものです。約80％の水分

が入りますと，低位発熱量ゼロという状況に

なります。また，バイオマスは，多種・多様

［講演］

バイオマスのエネルギー利用における技術の現状と展開
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廃棄物系バイオマス 未利用系バイオマス 資源作物系バイオマス 

新作物系 

図１　バイオマスエネルギーの定義と種類



で，発生分布が広く薄い，容積当たりのエネ

ルギー密度も低いため資源の収集・運搬の負

担が大きいという傾向があります。利用面で

は小規模分散型の設備になりがちで，スケー

ルメリットが活かせず，高効率化，低コスト

化が難しいという面があります。さらに，気

候が比較的温暖な日本では熱利用などの需要

供給のマッチングがとりにくいという基本的

な課題があります。

そこで，バイオマスの特性を利用して，中小

規模ながらも「地産地消型」の利用分野で技術

開発，導入促進が図られてきました。ただ，こ

れでは導入が緩慢にしかならないということ

で，需要が十分にある液体燃料，電力といった

「大規模型」あるいは「広域消費型」の利用も

促進しようという考え方が出てきました。この

２つの柱で，導入あるいは技術開発をすること

がこれからの展開になると考えられます。

導入目標とバイオマス量と転換技術

［導入目標］

表１が新エネルギーとしての導入目標です。

2001年に作成され，2005年２月に見直して，バ

イオマスについては廃棄物発電とバイオマス発

電を統合して586万褌にしようということにな

っています。それから，バイオマスの熱利用と

しては，308万褌を目標にすることになってい

ます。308万褌のうち，約50万褌がバイオ燃料

枠になっています（表１には2005年までの実績

値と2010年目標値との比も示している）。

バイオマスの賦存量では，家畜排泄物，食品

廃棄物，下水汚泥などが，重量ベースでは非常

に多いのですが，高含水率であることからエネ

ルギー的には必ずしも大きくなりません。
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表１　新エネルギーの導入目標と実績

1999/2002/ 
2005年実績 

2010年目標 
2001/6策定 2005/2見直し 

2030年想定 
（新エネ推進） 

目標/実績比 
2010 
1999 

2010 
2005 ［一次エネルギー原油換算万kl］ 

太陽光発電 

風力発電 

廃棄物発電 

バイオマス発電 

太陽熱利用 
未利用エネルギー 
（雪氷冷熱を含む） 

廃棄物熱利用 

バイオマス熱利用 

黒液・廃材等 

新エネルギー供給計 
（一次エネルギー総供給構成比） 

発
電
分
野 

熱
利
用
分
野 

5.3/15.6/35 

3.5/18.9/44 

115/152/ 

98/74/ 

4.1/4.6 

4.4/164/ 

5.4/22.6/252 

―/68/142

457/471/685 

693/992/1158 
(1.2/1.7/2.0%) 

118 

134 

552 

34 

439 

58 

14 

67 

494 

586 

90 

5 

186 

308 

483 

1910 
(約3％)

2024 

269 

374 

120 

112 

87 

423 

537 

3946 
（約10％） 

約23倍 

約38倍 

約5倍 

約6倍 

約0.9倍 

約1.2倍 

約42倍 

約1.1倍 

約2.8倍 

？倍 

約3.4倍 

約3.0倍 

約2.3倍 

約2.2倍 

約1.1倍 

約1.65倍 

統合 

同左 

＊1

＊2

＊3

＊2

＊3

＊3

＊3

＊3

＊3

＊3

＊3

＊1：内50万klがバイオフューエル枠　＊2：廃棄物発電とバイオマス発電の統合により合算 
＊3：太陽熱，廃棄物熱，未利用エネルギー黒液廃材等を含む 

図２　各種バイオマスのエネルギー賦存量
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木質系バイオマス 

木質系 
（製紙系） 

農業残渣 家畜糞尿 下水汚泥 食品廃棄物 

（出所：総合資源エネルギー調査会　新エネルギー部会資料より作成）



私どもで「エネルギー賦存量」という格好で

整理したのが図２です。各種のバイオマスの賦

存量は約3400万褌で，このうちマテリアル利用

その他を含めて利用可能な量は約半分です。

割合で見ますと，量的には少ないのですが，

エネルギー利用可能量として多いのは圧倒的

に木質系（約70％）だと言えます。

［エネルギー転換技術］

エネルギー転換技術は，図３のように，大き

く熱化学的な変換と生物化学的な変換に分けら

れます。バイオマスも多種ありますが，ドライ

系とウェット系に分けられます。ただ，このウ

ェット系も自然乾燥その他，プロセスの顕熱や

潜熱回収利用して効率的な乾燥法を用いればド

ライ系に移行できます。 さらに，最近，乾

式メタン発酵，あるいは木質系からエタノー

ルを得るなどの乾燥系の変換が利用できるよ

うにする技術開発が進んでいます。

関連する政策的な推移と動向

［政策・施策の経緯］

2001年にバイオマスエネルギーが「新エネル

ギー」として位置づけられました。それ以来，

「バイオマス・ニッポン総合戦略」が策定され，

これに呼応して，技術開発として，「バイオマス

等未利用エネルギーの実証事業」，「高効率転換

技術開発」，「地域システム化実験事業」といっ

た取組みが進められてきました。この辺の基本

的な考え方は，「地産地消型」でのバイオマス・

エネルギーの利用でした。しかし，2005年２月

に京都議定書が発効しますと，こういった緩慢

な「地産地消型」の施策だけでは十分な導入達

成が難しいということが分かってきました。

一方，欧米で作られたバイオ燃料の積極的

な利用を図るという事情もありまして，2006

年に新たな「バイオマス・ニッポン戦略」の

策定，あるいは「新・国家エネルギー戦略」

の策定がなされ，この中で特に運輸部門の石

油依存低減に対応して，バイオマス由来燃料

の導入促進が打ち出されたわけです。

表２の右欄のグレー部分は，私どもが関与

したバイオマスの導入シナリオ，あるいはロ

ードマップに関する研究です。最後は経済産

業省の「エネルギー・環境総合戦略調査」と

いうことで，「エネルギー技術戦略2007年」を

まとめさせて頂きました。

［エネルギー技術戦略2007］

この「エネルギー技術戦略2007年」の中で，

バイオマスは重要なポイントになっています

が，開発導入効果の大きな技術を抜粋したのが

図４です。いわゆる糖・澱粉系のアルコール発
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図３　エネルギー転換技術の整理



酵，木質などのセルロース系のエタノール化，

バイオディーゼル燃料，ガス化とそれをFTプ

ロセスでバイオマス・ツー・リキッド（BTL）

にする製造技術，バイオマス廃棄物などのガス

化発電などの技術が今後重点化されます。それ

にも増して自前のバイオマス資源の供給が今後

重要なファクターになると思います。

図５が資源エネルギー庁，新エネルギー・産

業技術総合開発機構（NEDO）の全体事業の実

施状況です。2001年に基本方針に従って高効率

転換技術やエネルギー実証事業がスタートしま

した。その後，先導事業，地域バイオマス熱利

用事業といったもので展開されています。

これを研究開発の段階別に整理しますと，

基礎研究としては，平成19年度までに先導技

術開発研究が約30件，研究開発としては高効

率転換技術開発が11件，転換要素技術開発が

30件，実証研究で未活用エネルギーの実証試
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図４　「エネルギー技術戦略2007」

総合資源エネルギー調査会・新エネルギー部会 
バイオマスエネルギーを新エネとして位置付け 

新エネルギー法　政令改正 
バイオマスを新エネルギーに追加 

地球温暖化対策推進大綱 
新エネルギー導入目標設定 

電気事業者による新エネ等の利用の促進に関する特別措置法 
（RPS法） 

「バイオマス・ニッポン総合戦略」策定（６府省） 

総合資源エネルギー調査会・需給部会・中間報告 
2030年導入目標目安（新エネ進展ケース） 

京都議定書発効（COP３は1997年） 

バイオマスタウン取組み 

新たな「バイオマス・ニッポン総合戦略」の策定 

「新・国家エネルギー戦略」の策定 

総合資源エネルギー調査会・新エネルギー部会中間報告 

エネルギー基本計画 
（エネルギー政策基本法の規定に基づき国会に報告） 

技術戦略2007 
導入シナリオ，技術マップ，ロードマップ 

2001.06 

2002.01 

2002.03 

2002.05 

2002.12 

2004.06 

2005.02 

FY2005～ 

2006.03 

2006.05 

2006.10 

2007.03 

2007.04 

FY2001～ 
NEDO事業 

技術開発事業・調査研究 

バイオマス等未利用エネルギー実証事業 

2002.03～ 
NEDO事業 

バイオマスエネルギー高効率転換技術開発 

新エネルギー事業者支援対策事業 

バイオマスエネルギー転換要素技術開発 

バイオマスエネルギーテクノロジー・ロードマップ策定に 
関する調査 

バイオマスエネルギー地域システム化実験事業 

バイオマスエネルギー先導技術研究開発事業 

バイオマスエネルギー導入システム及びロードマップ等に 
関する調査 

地域バイオマス熱利用フィールドテスト事業 

バイオマスエネルギー導入シナリオ及び総合ロードマップ策定 
に関する調査 

アジア諸国の未利用バイオマスの利活用調査 

エネルギー環境総合戦略調査（エネルギー分野における技術 
戦略マップ策定に関する調査） 

FY2002～ 
METI事業 

FY2004～ 
NEDO事業 

2004.06 
NEDO事業 

FY2005～ 
NEDO事業 

FY2005～ 
NEDO事業 

2005.08 
NEDO事業 

FY2006～ 
NEDO事業 

2006.08 
NEDO事業 

2006.09 
NEDO事業 

2007.03 
METI事業 

年・月 年・月 政策・施策 

表２　バイオマスエネルギー導入に係わる政策・施策の経緯



験事業が38件，熱利用フィールドテスト事業

が24件，そして地域システム化実験事業が７

件推進されています。

これを技術分野ごとに，先導技術から技術

開発，実証開発で整理してみますと，基礎研

究段階が約30件，研究開発段階が51件，実証

研究が68件と，全体で約150件程度のテーマが

採用されています。直接燃焼，メタン発酵，

あるいは混焼技術は従来技術を用いて導入促

進を図る。それから，バイオマス由来の液体

燃料関係はさらに実証研究を経て実用化にも

っていく。中間的な位置にあるのが熱分解ガ

ス化・水熱技術ということになると思います。

［高効率転換技術開発］

●木質バイオマスのガス化発電システム

少し具体的に高効率転換技術開発事例につ

いてお話しいたします。図６に示した採択11

件のテーマの中に，木質バイオマスのガス化

発電システムがあります。これは図７のよう

に，木質チップを低温加圧流動層炉でガス化

し，出てきたタールを含む可燃性ガスを燃焼

器に通してガスタービンで発電を行います。

熱は再利用を考え，電力と熱をコージェネと

して考えるシステムです。既に技術開発が終

わり，現在は高知県で地域システム化実験事

業ということでトータルシステムとしての実

用化を目指した研究が進められています。
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図６　バイオマスエネルギー高効率転換技術開発

図５　バイオマスエネルギー関連の全体事業計画

技
術
開
発
段
階 

普
及
段
階 

2020 
～ 

2030年 

2015年 
近傍 

2010年 
実用化 

実証・ 
実用化 
技術 

基礎研究 

高度化 
技術 

要素技術 

一貫システム 

社会実験 

導入 

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

PHASE 1 PHASE 2

重点化 先導技術研究開発事業 

転換要素技術開発事業 

高効率転換要素技術開発事業 

バイオマス等未活用エネルギー実証試験 地域バイオマス熱利用フィールドテスト事業 

新エネルギー事業者支援対策事業（MTI補助事業） 

先導技術研究開発事業 

バイオマスエネルギー地域システム化実験事業 
収集運搬システムを重視 
地産地消型のモデル事業 

熱利用に特化 

開発完了後実証等へ移行 

研究実施状況を評価し 
重点化事業へ移行 

（出所：NEDO資料を基に作成）



●下水汚泥のガス化開発

下水汚泥を含水率75％くらいまで機械的な

脱水を行います。これを用いてガス化流動層

炉でガス化して精製をしてガスエンジンを回

すシステムで，この重要なところは，全体の

顕熱回収，及び潜熱回収をしてエネルギーセ

ービングを行うところです。それによって，

現在，約300トン規模の下水汚泥の燃焼発電で

は所内用電力の自給率が35％程度ですが，こ

の技術を用いますと汚泥処理場全部をほぼ賄

える見通しです。現在，東京都がこのガス化

技術の導入を前向きに検討しています。

●セルロース系バイオエタノール発酵システム

廃木材などを細かくし，濃硫酸で処理して糖

化する。そしてエタノール発酵を行うというシ

ステム（「NEDO法」）です。このシステムが評

価され，2006年６月に米国で廃木材を原料とし

た自動車用燃料事業が立ち上げられ，年産３万

褌の生産が2009年初頭に開始される予定です。

●下水汚泥の火力混焼技術

脱水後の含水率75％程度の下水汚泥を高せ

ん断力ニーダーを用いてスラリー化し，石炭

と混焼する。25万kWの発電所で石炭に４％混

ぜると，下水汚泥処理と同時に発電ができる

というシステムです。これが開発されれば直

ちにPFBC（加圧流動床複合発電）で発電が可

能になります。

［バイオマス地域システム化実験事業］

表３は地域システム化実験事業のリストで

す。この事業の特色は，バイオマスの収集・

運搬から最後の残渣部分をいかに利用，ある

いは処理するかというトータルシステムの開

発にあります。もう１つの特徴は，例えば林
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件名 受託業者 事業内容 
山口県全域を大正とした「総合的複合型森林バイ 
オマスエネルギー地産地消社会システムの構築」 
実証・試験事業 

草木系バイオマスのエネルギー利活用システム 
実験事業 

「ウエルネスタウン最上」木質バイオマスエネル 
ギー地域冷暖房システム実験事業 

高知県仁淀川流域エネルギー自給システムの構 
築 

食品廃棄物エタノール化リサイクルシステム実 
験事業 

先進型高効率乾式メタン発酵システム実験事業 

真庭市木質バイオマス活用地域エネルギー循環 
システム化実験事業 

山口県 

熊本県阿蘇市 

山形県最上町 

高知県仁淀川町 

新日本製鐡㈱ 

穂高広域施設組合 

岡山県真庭市 

間伐材などを対象とした低コスト収集運搬システムとペレット
化による活用・ガス化発電による利用・石炭火力発電所におけ
る混焼の３つの利用形態からなるシステム 
傾斜地に自生する未利用の草木系バイオマス（主にススキ）を
対象にした新規の採草・運搬システムとガス化ガスエンジンコ
ージェネレーションシステムからなるシステム 

森林GISを活用した最適な間伐・集運材システム，カスケード
利用による効率的な収集運搬システムと生チップボイラーによ
る温水供給システムからなるシステム 
林地残材等を対象とし，規模に応じた適正な手法による収集運
搬システムとガス化ガスタービンコージェネレーションシステ
ム，ペレット利用システムからなるシステム 
食品廃棄物を対象に低コスト分別収集システム，ICタグを利用
した分別収集システムと糖化・エタノール発酵による無水エタ
ノール製造システムからなるシステム 

家庭系ごみ・事業系ごみ・剪定枝を対象にした効率的収集・サ
ンプリングシステムとメタン発酵ガスエンジンコージェネレー
ションシステムからなるシステム 
林地残材等を対象とした低コスト搬出・加工システム，乾燥機
能を有する輸送・保管システム，温水ボイラー・蒸気ボイラー
による熱供給システムからなるシステム 

表３　バイオマス地域システム化実験事業（2005～2009年）

図７　木質ガス化発電システムの概念

（出所：NEDOホームページ）



地残材，間伐材など，今まであまり動いてい

ない材料を50％程度利用できることで，山林

の動き方をウォッチしようというプロジェク

トで，全国で７件が進展中です。

［バイオマス等未活用エネルギー実証研究］

図８は未活用エネルギーの実証研究の全国分

布を示しています。畜糞，木質，ごみ，その他

のプロジェクトが進行中です。

［国内のバイオエタノール燃料実証事業］

図９は，バイオエタノール燃料に関する実

証事業の取組み状況です。全国で10件の実証

事業が進んでいます。これは経産省だけでな

く，農水，あるいは環境省等関係省庁の協力

事業としてスタートしています。その１つが

沖縄県のバイオエタノール混合ガソリン実証

試験です。従来のサトウキビの３倍ぐらいの

収率をもったサトウキビを新手法で開発し，
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図８　バイオマス等未活用エネルギー実証研究の研究設備分布

図９　国内のバイオエタノール燃料実証事業の取組状況

沖縄県伊江島（アサヒビール） 
【農林水産省，経済産業省，環境省，内閣府】 
・サトウキビ（糖蜜）からの燃料用エタノール製造とE3実証 

沖縄県宮古島 
【内閣府，農林水産省，経済産業省，国土交通省，環境省，消防庁】 
・サトウキビ（糖蜜）からの燃料用エタノール製造実証と全島E3大規模実証 

福岡県北九州市（新日鐡エンジニアリング） 
【経済産業省，環境省】 
・食品廃棄物からの燃料用エタノール製造実証 

岡山県真庭市（三井造船）【経済産業省】 
・製材所端材からの燃料用エタノール製造実証 

大阪府堺市（大成建設，丸紅，大阪府等）【環境省】 
・建設廃材からの燃料用エタノール製造とE3実証 

山形県新庄市（新庄市）【農林水産省】 
・ソルガム（こうりゃん）からの燃料用エタノール製造とE3実証 

新潟県新潟市（JA全農）【農林水産省】 
・米からの燃料用エタノール製造，利用モデル実証 

北海道清水町（北海道バイオエタノール㈱）【農林水産省】 
・規格外小麦，てん菜からの燃料用エタノール製造，利用モデル実証 

北海道十勝地区（（財）十勝振興機構等）【農林水産省，経済産業省，環境省】 
・規格外小麦，トウモロコシ等からの燃料用エタノール製造とE3実証 

北海道苫小牧市 
（オエノンホールディングス㈱）【農林水産省】 
・米からの燃料用エタノール製造，利用モデル実証 

（出所：NEDOパンフレット「バイオマス等未活用エネルギー実証試験」（2007）より作成）

（出所：総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会資料（2007年8月）を基に作成）



― 35 ―

そこからより多くの糖蜜を作ってエタノール

化する事業です。これは1.1褌／年と非常に小

規模ですが，将来，こういった技術がより拡

大していくことが期待されます。

新たな導入シナリオとロードマップ

2001年からスタートしたバイオマス研究も図

10に示すように，2010年離陸準備と位置づけて

います。2010年～2020年を加速的普及段階，

2020年以降が事実的普及段階になっています。

この中で注目して頂きたいのは，セルロース系

からのエタノールの高効率製造技術で，2015年

頃に国産エタノールを導入し始めようとしてい

ることです。ガス化技術やそれを使ったBTL製

造も徐々に導入していくという考え方です。

［導入シナリオ］

木質・草木系バイオマス，食品廃棄物，下

水汚泥，家畜ふん尿，油脂類について，バイ

オマスエネルギー転換・利用技術の導入シナ

リオを作りました。その中で，バイオマス由

来液体燃料の導入シナリオに注目して取りま

とめたのが図11です。糖蜜系などの低コスト

加工，効率化。セルロース系のバイオマスの

新技術の確立，それからBDF（バイオディー

ゼル燃料）等の水素化分解等の技術確立，そ

れからガス化・BTLの技術と整理できます。

第30巻 第４号（2008）

2010 
普及初期 

2020 
普及拡大期 

2030 
本格普及期 

自律的普及 

加速的普及 

離陸準備 

ベンチャー企業の 
フロンティア開拓 

技術開発 

新エネルギー 
「産業構造」の形成 

新エネルギー 
「需要」と「供給」の拡大 

バイオエタノールの更なる拡大 

地域での製造・流通・利用システムの拡大 

下水汚泥の燃料利用が全国に普及 

森林管理・間伐材収集システムの整備 

システム周辺機器メーカや 
中小企業の裾野の形成 

資源作物栽培の拡大 

バイオマス・ガス化技術 

セルロース系バイオマ 
スからのエタノールの 
高効率製造 

バイオエタノール導入拡大の 
ためのインフラ整備 

下水汚泥，間伐材の一部利用 

 

官公署の拡大やRPS法による需要創出 
ブラジル等からのバイオエタノール輸入 
国産農産物・廃棄物からのバイオ燃料製造（エタノール，BDF） 
ETBE導入 

BTL技術の確立 
新た
な技
術オ
プシ
ョン
 

図10 新エネルギー等導入拡大のイメージ（バイオマスエネルギーの例）

図11 バイオマス由来液体燃料の導入シナリオ

短期（～2010） 中期（～2020） 長期（～2030） 

●既存技術の低コスト化・高効率化 

・糖蜜系エタノール製造技術 
・木質・草木系エタノール製造（硫酸法）技術 
・エステル化（BDF）技術 

●セルロース系バイオマス新技術の確立 

・糖分解酵素の開発 
・発酵酵母・菌の開発 
・バイプロの有効利用 

●水素化分解等の技術の確立 

●BTL製造技術の確立 

・低コスト化・高効率化 

・低コスト化・高効率化 

・低コスト化 

・非硫酸法技術 
・エネルギー回収率の向上 
・蒸留・脱水工程の低エネルギー化 
・廃液処理技術 

・燃料品質の向上 
・製造コストの低減 

・ガス化効率向上 
・集塵・タール処理技術 
・BTL合成触媒の高活性化技術 

・ガス化工程とBTL合成工程の 
　組み合わせに係る実証 
・BTL合成率の向上 

（出所：総合資源エネルギー調査会総合部会（第４回）配付資料を基に作成）

（出所：NEDO）



［ロードマップ］

具体例として，バイオエタノールの製造技術

のロードマップを図12に示します。2030年に向

けたバイオマス戦略としては，国際賦存量の豊

富な木質等からの付加価値の高いエネルギー利

用拡大を図るために，セルロース系のバイオマ

スからのエタノールを重点化するという方針が

打ち出されています。現在，国産バイオエタノ

ールの価格は，試算しますと54円／褄程度です。

2030年までにブラジルからの輸入想定価格（30

円／褄）と同じにすることを目標にしています。

下に書いてある20円／褄との差がバイオマス原

料による部分で，３分の１ぐらいが原料価格の

反映ということになります。現在，国産バイオ

エタノール製造技術の分野で，高効率転換技術

開発（日揮：木質―エタノール製造技術），転

換要素技術開発（日本ガイシ：バイオエタノー

ル濃縮技術他），先導技術研究開発（神戸大：

統合バイオプロセス技術他），地域システム化

実験（山口県：木質の低コスト収集・運搬シス

テムの構築他）などが進展中です。今後，さら

に関連研究開発が進められると思います。

今後の展開

今後の展開について表４にまとめました。５

つの項目について展開があるものと思われます。

最後に，自給率の話で終わりにしたいと思

います。わが国のエネルギー自給率は，20％

といわれていますが，原子力を除くと４％程

度です。食糧自給率は，カロリーベースで

40％です。個別の自給率では，植物油２％，

豆類７％，澱粉10％，砂糖34％，木材20％と

なります。木材については，1960年代の生産

量を維持していれば自給率40％は確保できた

はずです。1965年には70％以上の自給率であ

ったものがこれだけ縮小されています。この

食糧とか木材，まさにバイオマスで，これが

低いということは，わが国がいかにバイオマ

ス資源も海外に依存しているかということを

示しています。今後，わが国独自の資源の確

保が重要になると思いますが，そのためには

農林政策の抜本的な改革やエネルギー行政の

見直しが重要と思われます。

さらに，パラダイムシフトという考え方。

社会的なレベルでは経済効率優先社会からエ

ネルギー・環境重視社会へと。これは既に始

まっている部分もありますが，もう少し推進

しなければいけないと思います。それから個

人レベルで考えますと，日本人本来の美徳で

あった「もったいない」という考え方，それ

から手間暇を惜しまない，こういった生活の

考え方へシフトしていくことが重要と思いま

す。このシフトが行われれば，省エネも進み

ますし，バイオマスのエネルギー利用も進展

すると私は思っています。

ご静聴ありがとうございました。（拍手）
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図12 国産バイオエタノール製造技術のロードマップ

①バイオマスエネルギー導入の促進：地産地消型＋広域利用型 
　　バイオマス由来液体燃料の導入促進（輸入⇒国産化） 

②バイオマス原材料：廃棄物系⇒未利用系，資源作物系へ 
　　林地残材，列状間伐，エネルギー作物，短期収穫植物 

③エネルギー変換技術：プロセスの高効率化・低コスト化  
　　セルローズ系バイオマスからのエタノール製造技術 
　　ガス化電力・熱コジェネ利用技術 

④実証段階から普及段階にある技術の導入支援 
　　直接燃焼，混焼，メタン発酵，固形燃料等 
　　各種規制・制度の見直し，ベンチャー企業の革新技術活用 

⑤アジア諸国・ブラジル等での開発と輸入可能性検討 
　　バイオマス由来液体燃料，CDM 

表４　今後の展開のまとめ



はじめに

電源開発（JPOWER）は，石炭火力を多く

持っているということもあり，石炭利用と地

球環境問題の両立が社会的責任を果たしてい

くための重要課題と認識しており，その観点

から，バイオマス資源の発電利用の取組みを

行なっています。

また，日本では「電気事業者による新エネ

ルギー等の利用に関する特別措置法」（RPS法）

が制定され，2003年４月から制度が施行され

たこともバイオマス資源を利用する発電事業

の追い風となっています。この制度は，エネ

ルギーの安定化かつ適切な供給を確保及び新

エネルギー等の普及を目的に，電気事業者に

対し，毎年販売電力の一定割合について，新

エネルギー等から発電される電気（新エネル

ギー等電気）の利用を義務づけた制度です。

ここでいう新エネルギーとは，風力，太陽光，

地熱，中小水力，バイオマスが含まれていま

す。

図１は，バイオマスの種類，分類ですが，

当社は，主に廃棄物系バイオマスを用いた発

電事業に取り組んでいます。

［講演］

バイオマス資源の発電利用－現状と電源開発の取組み－
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田　澤　浩　一 電源開発㈱　取締役
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図１　バイオマス資源の分類

第30巻 第４号（2008）



世界のバイオマス発電

増えていくバイオマス発電

図２は，世界の電力供給見通しです。バイ

オマスを含む再生可能エネルギーが全体に占

める割合は，今後増えていくという見通しに

なっています。単位はテラワットアワー

（TWh）です。ちなみに，日本全体の発電量は

1,000TWh（１兆kWh）弱です。

図３は，再生可能エネルギーの内訳です。

風力の伸びが突出していますが，バイオマス，

廃棄物もかなり伸びると予想されています。

グラフ内の数値は，再生可能エネルギーの中

のバイオマスと廃棄物の割合です。

国別では日本が世界第２位

図４は，国別のバイオマス発電の割合です。

世界全体の発電量227TWhは日本の全発電量の

約25％に相当します。国別で見ると，日本は

アメリカに次いで世界第２位となります。EU
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図２　世界の電力供給量（標準シナリオ）

図３　再生可能エネルギーによる電力供給量（標準シナリオ）

（出所：World Energy Outlook 2006, IEA）

（出所：World Energy Outlook 2006, IEA）

※「標準シナリオ」とは、国際エネルギー機関（IEA）
の予測シナリオの１つ。2006年中頃までに制定され
た各国の政策等に基づいて将来を予測している。
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（欧州連合）の中ではイタリア，ドイツ，フィ

ンランド，スウェーデン，英国の発電量がか

なり多いです。

電源開発のバイオマス発電への取組み

石炭火力におけるCO2削減策として

石炭火力におけるCO2削減方策として考え

られるものとして，以下が上げられます。

①石炭火力そのものの高効率化（石炭ガス化，

蒸気条件を上げるUSC等）

②バイオマスを混焼させる方法

③京都メカニズムのクリーン開発メカニズム

（CDM），共同実施（JI）等のプロジェクト

の実施

④CCS（CO2の分離回収・貯留）

図５は，それぞれの方法のCO2削減効果で

す。石炭専焼で発電出力100万kW，発電効率

40％，年間稼動率80％とすると，CO2が年間

450万トン発生することになります。これをべ

ースケースとします。仮にカロリーで１％だ

けバイオマス混焼にすると，CO2排出量は4.5

万トンほど減って440万トンになります。発電

効率を２％程度改善させると，排出量は425万

トンに減ります。CCSが完全導入されれば，

排出量はかなり減って45万トンになると考え

られます。
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図４　各国のバイオマス発電（2004年）

図５　石炭火力におけるCO2削減策の効果

（出所：IEAホームページ）
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しかし，技術の成熟度，初期投資コストを

合わせて考える必要があります。バイオマス

の混焼は，実用レベルにあり，成熟した技術

と言えます。高効率化もある一定の技術につ

いては成熟しています。CCSについてはまだ

開発中です。

図６は混焼による発電のフロー図です。バ

イオマス燃料を混焼するに当たっての確認項

目ですが，貯蔵性，ハンドリング性，微粉炭

機での粉砕性，燃焼性，環境特性，あるいは

調達の可能性，調達のコストなどがあります。

混焼のメリットとしては，バイオマス専焼発

電の設備と比べ，既存の発電所の設備が使え

るため新たに付加する設備が少なくなり，経

済的であるほか，大規模発電設備を活用する

ため発電効率も高く維持されます。

日本におけるバイオマス混焼発電

表１は，日本におけるバイオマス混焼発電

の実施状況です。四国電力，北陸電力，中国

電力とも木質バイオ燃料を使用しています。

関西電力は北米から輸入した木質ペレットの

利用を計画しているということで，量はかな

り多いと考えられます。中部電力も年間40万

トン程度を焚くということですから，量は非

常に多いと思います。その他に使用されるバ

イオマス燃料としては，東京電力の下水汚泥

があります。これは炭化燃料にして使うと考

えられます。
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図６　石炭火力におけるバイオマス混焼による発電方法のフロー図

実施企業 
バイオマス 
燃料 実施内容 

四国電力 

北陸電力 

中国電力 

関西電力 

中部電力 

東京電力 

電源開発 

木質 

木質 

木質 

木質 

木質 

下水汚泥 

下水汚泥 

木質 

下水汚泥 

2003年に西条１・２号機で実機実証。 
2005年7月より本格運用中。 

2004年に敦賀2号機で実機実証。 
2007年7月より本格運用中。 

2004年～2006年に下関1号機で実機実証。 
2006年から新小野田発電所で実機実証試験中。 
2007年度より本格運用開始予定。 

北米から輸入した木質ペレットの利用を計画。 
2007年度に実機実証し、2008年度より本格運用開始予定。 

碧南火力にて年間約40万トンの木質バイオマス混焼予定。 
2009年度より本格運用開始予定。 

愛知県と共同で下水汚泥燃料化の調査に着手。 
2007年度に碧南火力にて実機実証予定。 

2005年にバイオ燃料株式会社を設立。 
下水汚泥を炭化燃料に加工し、販売する事業に着手。 
2007年10月より本格運用開始予定。 

2004年に実機実証。2008年4月から長期実機実証予定。 
2009年から本格運用開始予定。 

2006年4月より松浦火力にて本格運用中。 

表１　日本におけるバイオマス混焼発電の実施状況
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電源開発の取組み事例

当社は，表２に示すように，木質と下水汚

泥を燃料とする発電関連プロジェクトを推進

しています。木質については，長崎県の松浦

火力発電所（100万kW２基の石炭火力）で受

け入れ設備を建設中で，間もなく本格運用に

なります。下水汚泥については，それを加工

して作ったバイオソリッドを燃料に，松浦火

力発電所で既に混焼しています。

長崎県の松島火力発電所では，一般廃棄物を

バイオマス燃料として石炭火力で使うために，

それを炭化する設備の実証試験を行なっていま

す。その他，福岡県大牟田市でゴミの固型化燃

料（RDF）を専焼するプロジェクトに参画して

います。海外では，タイで籾殻，バイオマス，

ゴムの廃材を使った発電を行なっています。

松浦火力で燃料にしているバイオソリッド

は，下水汚泥，廃食用油を混合し，100℃程度

で減圧加熱して水分を除去して作ります。こ

れによって，表３に示す性状の燃料ができ上

がるのです。例えば石炭だと，水分が６％程

度，灰分は半分ぐらいですから，性状的には

石炭にやや似ています。図７がバイオソリッ
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実施箇所 バイオマス 
燃料 

実施状況 期　間 

松浦火力発電所 
（長崎県） 

松島火力発電所 
（長崎県） 

大牟田RDF* 
（福岡県） 

ロイエット 
もみ殻火力発電所 

（タイ） 

ヤラ・バイオマス発電所 
（タイ） 

 バイオソリッド 
（混焼） 

木質バイオマス 
（混焼） 

一般廃棄物炭化燃料 
（燃料製造のみ） 

ごみ固形化燃料（RDF） 
（専焼） 

もみ殻 
（専焼） 

ゴム木廃材 
（専焼） 

本格運用中 

実機実証試験済 

本格運用中 

本格運用中 

本格運用中 

実機実証試験中 

実証試験：2003年８月から１年間 
本格運用開始：2006年４月 

実機実証：2004年６月～2004年11月 
 長期実機実証：2008年４月～ 
本格運用開始予定：2009年～ 

2005年４月～2009年３月 

運転開始：2002年12月 

運転開始：2003年５月 

運転開始：2006年９月 

＊RDFはRefuse Derived Fuelの略 

表２　電源開発によるバイオマス混焼発電の実施状況

表３　バイオソリッド燃料の性状（実績値平均）

図７　バイオソリッド燃料運用設備とフロー図

発熱量（高位） 23,100kJ/kg

水　分 ２％ 

灰　分 21％ 

全硫黄 1.0％ 

全窒素 3.8％ 
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ド燃料を運用する設備の外観と運用のフロー

図です。表４は，松浦火力でのバイオソリッ

ド混焼の運用状況です。

また，表５は大牟田リサイクル発電所での

RDF発電の運用状況です。RDFの燃料はプラ

スチック等も含むすべてのゴミですから，

RPS制度の対象となるバイオマスの比率は

56％程度で，RPS創出値もそれに応じたもの

になります。

図８は，一般廃棄物の炭化燃料の製造試験

（ロータリーキルン炉を用いて炭化）の概要で

す。試験は石炭専焼火力の松島火力発電所

（50万kW×２）構内で行われています。

できた炭化燃料は，約１cmの筒状で匂いも

まったくありません。発熱量は4,000kcal／kg弱

（１万6,000kJ程度）。水分は調整できますが，５

～６％です。

木質バイオマスを発電所で焚く場合の形状

は，図９右上の写真に示すように，約５cmの

木屑です。焚く場合の検証項目として，貯蔵，

― 42 ―

実施個所 松浦火力発電所（長崎県） 

本格運用開始 2006年４月 

混焼率（2006年度実績） 平均0.04％ 

2006年度 
バイオソリッド燃料使用量 約1,800トン 

2006年度　RPS創出値 約4,400MWh

年間CO2削減効果 約4000t-CO2

備考 排ガス・排水に混焼による 
影響は無く、破砕性・燃焼 
性・ハンドリング性等にも 
問題は無い。 

表４　バイオソリッド混焼の運用状況

実施個所 大牟田リサイクル発電所 

運転開始 2002年12月 

発電出力 20.6MW 

燃料 RDF専焼 

 

約8,500t

2006年度　発電電力量 約137,000MWh

2006年度　RPS創出値 
（バイオマス比率） 

約56,000MWh 
（56.5％） 

2006年度　RDF燃料使用量 

表５　RDF発電の運用状況

図８　一般廃棄物炭化燃料の試験概要

図９　木質バイオマス試験の概要
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ハンドリング性，微粉炭機での粉砕性，燃焼

特性，環境特性があります。木質チップは，

大きさ，形状が微粉炭機の粉砕性に若干の影

響を与えていまして，これが混焼率の制限に

なっており，現在のところ約５cmの木質チッ

プでは，発熱量比で１％程度の混焼率が上限

と考えられます。

［タイでのバイオマス発電事業］

タイにおけるIPPバイオマス発電事業の概要

を図10に示します。もみ殻専焼発電所（ロイ

エッタ市）とゴム木廃材を利用した発電所

（ヤラ市）があります。ゴム木廃材利用発電の

諸元は，各項目とももみ殻専焼発電所の２倍

程度になります。

図11がロイエット発電事業の紹介です。図

12がヤラの発電所です。プロジェクトの最初

から参画している「グリーンフィールドプロ

ジェクト」です。ただし，タイのEGATの関連

会社EGCOとの共同出資で作ったIPP発電事業

です。使用機器は日本メーカ製です。
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ロイエットもみ殻火力発電所 ヤラ・バイオマス発電所 

地点 

燃料 

発電出力 

年間CO2 
削減効果 

出資比率 

運転開始 

タイ国ロイエット県ロイエット市 タイ国ヤラ県ヤラ市 

もみ殻専焼 
年間約76,000トン 

ゴム木廃材 
年間約200,000トン 

9.95MW 20MW

約30,000t-CO2 約60,000t-CO2

電源開発：25% 電源開発：48%

2003年５月 2006年11月 

中国 

カンボジア 

ベトナム 

ミャンマー 

マレーシア 

ラオス 

インド 
　ネシア 

ベトナム 

ロイエット 

ヤラ 

★ 
バンコク 

図10 電源開発によるタイでのバイオマス発電事業

図11 ロイエット発電所の概要
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まとめ

バイオマス資源は再生可能エネルギーで，

カーボンニュートラルという燃料です。色々

な利用法があると思いますが，発電用の燃料

としての利用は有効な地球温暖化対策の１つ

であると考えています。

バイオマスを燃料とする発電量は世界的に

増加傾向にあり，日本においても電力業界，

あるいはその他の企業においてもバイオマス

混焼の本格運用が進められています。

我々が進めている既存の石炭火力を利用し

たバイオマス混焼は，既存設備の性能にも影

響を与えません。したがって，この手法は

CO2削減，あるいはRPSの創出を考えた場合，

非常に合理的な手法ではないかと考えていま

す。

ご静聴ありがとうございました。（拍手）

図12 ヤラ発電所の概要
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はじめに

私の講演は，商社の機械部門の人間として，

現場の動きを中心に，世界のバイオエタノール

の動向，エタノール生産技術，国内におけるビ

ジネスモデル，海外におけるビジネスモデル，

そして，今後のビジネス展開の順に説明させて

いただきます。

世界のバイオエタノールの動向

注目を集めるバイオエタノール

エタノールの用途として，従来の飲料用と

工業用に加え，最近は燃料用（バイオエタノ

ール）が注目されてきています。その原料は，

食糧系のサトウキビ，タピオカ，トウモロコ

シ，小麦などであるため，食糧と競合してし

まいます。そこで，我々が取り組んでいます

のは，人間が食べられないバガス（サトウキ

ビのかす）や廃木材などの木質系を原料にし

たエタノール生産です。取組み始めて10年ぐ

らいになります。

バイオエタノールの特徴

第一に，世界で実証・導入されているバイ

オエタノールはブラジル，アメリカで十分に

使用されており実用性が確認されています。

次に，その他の新エネルギーに比べて導入が

容易です。従来の自動車を大きく改造する必

要はありませんし，給油所などの既設インフ

ラの利用も可能です。そして，ガソリンなど

化石燃料を代替することで二酸化炭素（CO2）

削減が可能な環境に優しい燃料でもあります。

世界のエタノールの需要

全世界の需要量は，約6,000万褌と言われて

います。図１に示すように，用途では人口に

［講演］

世界のバイオエタノールビジネスの動向と商社の取組み

丸紅㈱
生活・環境機械部　部長代理鳥　越　浩　明
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図１　世界のエタノールの需要（用途別）
（出所：F.O.Licht）
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比例する飲料用，工業用がそれほど伸びてい

かない中で，燃料用が80年代から増えてきて，

最近ではブラジル，アメリカ，ヨーロッパ，

アジアへと燃料用が広がり，飛躍的に伸びて

きています。

国別では，ブラジルが70年，特に80年代にな

って，国の支援を背景に非常に伸びてきていま

す。ブラジルではエタノールを平均22％以上ガ

ソリンに入れて使われています。アメリカがそ

の後を追いかけてきていまして，最近では量的

ではブラジルを抜く勢いになっています。ヨー

ロッパはディーゼル車が多いのでバイオディー

ゼル燃料が多かったのですが，バイオエタノー

ルの導入でも動きが出てきています。アジアで

は，それほど車は走っていないのですが，エタ

ノール燃料政策をとる国が徐々に出てきてい

て，全体的に量が増えてきています。

各国の現行政策

基本的にバイオ燃料というのは化石燃料系に

比べて手間がかかりますので値段が高くなりま

す。ということで，国の色々な施策がないと普

及しないのが現状です。そこで，バイオ系の燃

料について，国が色々と法制化をしています。

［ブラジル］

ブラジルは1970年代の石油危機を契機に，化

石燃料の依存から脱却するということでバイオ

エタノールを導入しています。エタノールは

22％以上をガソリンに混入することが義務づけ

られています。現在は年間1,600万褌ですが，

2,000万褌ぐらいまでいっていると言われてい

ます。ブラジルでは，サトウキビが原料ですか

ら，サトウキビ畑の中に工場がポツンとあって

蒸気を吹き出しながらエタノールを作っている

という光景をあちこちで見かけます。

［アメリカ］

アメリカは，80年代頃から地球環境保護，

化石燃料依存からの脱却ということで，平均

するとE10（10％エタノール）を中心に，トウ

モロコシからエタノールを作ってきています。

年間約2,400万褌と言われていまして，急激に

伸びてきています。

［日本］

日本は2002年に環境省が地球温暖化対策とし

てバイオエタノールの導入を決定し，2003年８

月には「揮発油等の品質の確保等に関する法律」

（品確法）の改正で，ガソリンにエタノールを

３％まで混合してもよいことになりました。た

だ，日本は，ブラジルやアメリカと違って，農

産国ではありませんから，原料は輸入していく

か，木質系を有効利用していくことを考えるべ

きだと思っています。

［タイ］

タイは，E10普及のために揮発油税等の減免

によって「ガソホール」の価格を安くする政

策を実施しています。市場で25～30バーツ

（80～90円）／リットルくらいのところ，ガソ
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図２　世界のエタノールの需要（国別）

（出所：F.O.Licht）
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アメリカ

中国
インド
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具体的な普及策としては，アルコール取引

税や消費税の減免，免除を行なっています。

インドもタイと同様，最近は需要超過気味な

こと，サトウキビの作柄が不安定なことが新

規エタノール事業立ち上げの足かせになって

いる場合があると聞いています。

エタノール生産技術

エタノール原料の組成

エタノールの原料として，通常の農産物

（トウモロコシ，麦，米）は，従来の発酵技術

で発酵が可能な六単糖（C6糖：グルコース等）

を多く含むため適しています。他方，木質バ

イオマスは通常の微生物では発酵できない五

炭糖（C5糖：キシロース等）が含まれるため

収率が低く，原料として使われてこなかった

という経緯があります。

エタノール製造方法

図３に示すように，従来技術として，トウ

モロコシを原料にする米国型と，サトウキビ
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2004年 2005年 2006年 

674,900kL/年 1,279,300kL/年 59,600kL/年 

表１　ガソホール（E10）の消費量 表２　インドのE10普及シナリオ

リンスタンドではそれより3.5バーツ（10円）

ぐらい安くなるように設定されていて，市民

がそちらに流れていく形になっています。

供給は，バイオエタノールの普及政策の推

進に伴って，製糖会社を中心に45社程度が生

産を検討しています。タイでは製糖産業が基

幹産業なのですが，砂糖だけだと価格変動が

あって不安定なので，エタノール用原料とし

ての需要を喚起して，テコ入れを図る政策が

とられています。

ガソリンスタンドは，タイに約１万8,400軒

あると言われていますが，3,500軒ぐらいで地

下タンクのうちの１つを「ガソホール」用に

替えて販売しているとのことです。「ガソホー

ル」（E10）の消費量の推移を表１に示します。

ただ最近，サトウキビの不作が原因で，需

要超過となり「モラセス」（廃糖蜜）の値段が

上がってきているため，新規工場建設の足か

せになってきています。

［インド］

インドはブラジル，アメリカ，中国に次いで

世界第４位のエタノール生産国です。エタノー

ル生産量が年間約200万褌です。原料はサトウ

キビがこれまでの中心です。2003年から大都市

圏を中心とする10州でE5の導入促進策を行なっ

ています。将来はインド全州でE10の普及を図

る予定です。そのシナリオを表２に示します。

目標 エタノール必要量 

STEP 1

STEP 2

STEP 3

10州でE5を導入 

全州でE5を導入 

全州でE10を導入 

30万kL/年 

47万kL/年 

94万kL/年 

図３　穀物・糖質原料からのエタノール製造方法（従来技術）

澱粉原料 
トウモロコシ，（米，麦） 

液化 
（糊化） 

糖化 
（酵素） 

C6 
糖液 

発　酵 蒸　留 

酵母 

エタノール 

米国型 

C6 
糖液 

発　酵 蒸　留 

酵母 

エタノール 
糖質原料 

ケーンジュース 
（廃糖蜜） 

ブラジル型 
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を原料にするブラジル型とがあります。ブラ

ジル型は，アメリカ型に比べると，液化，糖

化の手間がかからない分だけ設備面で安くな

っていると言えると思います。

今我々が取り組んでいる新技術を図４に示

します。木質系バイオマスからのエタノール

生産方法です。大阪では木に，タイではバガ

スに希硫酸を使って糖化し，C5糖を取り出し

ます。このC5糖をアメリカから導入した

「KO11」（ケーオーイレブン）で発酵させてエ

タノールにします。このVerenium社（旧BC

International社）の技術を適用して，今我々が

事業化に取組んでいるという状況です。C5糖

をエタノールの原料に使えれば，全体的な収

率も上がり木質系バイオマスからのエタノー

ル生産の道が開けます。

「KO11」は，フロリダ大学のロニー・イン

グラム教授が開発した菌体です。E.coli菌（大

腸菌）の中にエタノールを発酵させる遺伝子

を組み込んで，その遺伝子組換菌でできてい

ます。特徴として，商業プラントでの変動に

強い耐性があります。

「KO11」によるエタノール発酵の仕組みを

図５に示します。大腸菌が外から入ってくる

C5糖，C6糖を食べると，通常は別の有機酸や

自分が生きていくためのTCAサイクルに代謝

されますが，大腸菌にアルコール発酵用の遺

伝子を組み込むことで強制的にエタノールを

作らせるというコンセプトです。

実証プラントの建設

我々は，2001年，月島機械㈱と共同で

Verenium社の木質系エタノール製造技術につい

て，日本とアジアでの独占使用権と販売権を獲

得しました。その後，新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）のお力を頂きまして技

術実証支援プログラムに則った，建設系廃木材

を原料としたエタノール製造実証プラントを月

島機械㈱が千葉県市川市に建設し，2003年10月

には連続運転に成功しています。実証プラント

の全景を図６に示します。
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木質系原料 
木材，バガス 

糖化 
（酸触媒） 

C5 
糖液 

中　和 発　酵 

KO11 

エタノール 蒸　留 

希硫酸 

Verenium社技術の適用 

図４　木質系バイオマスからのエタノール製造方法（新技術）

図５　KO11によるエタノール発酵 図６　木質系エタノール製造実証プラントの全景
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国内におけるビジネスモデル

堺市でのバイオエタノール製造事業

（新技術による木質系エタノール製造）

我々が国内で行ったビジネスモデルを紹介し

ます。原料選定の検討では，農業残渣とか林業

残渣とか色々な原料がある中で，収集ルートが

確立されていること，処理費用収入があるとい

うことで，建設廃木材に目をつけました。年間

約700万トンが国内の住宅建設で発生します。

これ以外に約500万トンの建設廃木材があると

言われていますので，トータルでは，1,000万

～1,200万トンぐらいを見込めます。我々はこ

こに着目して事業を組み立ててきました。

大阪エコエリア構想におけるバイオエタノー

ル製造事業のために，株主５社にて「バイオエ

タノール・ジャパン関西株式会社」を2004年に

特別目的会社という形で設立しました。環境省

からイニシァルコストの２分の１補助をいただ

き，残りの部分をプロジェクトファイナンスと

株主の投資で資金調達し設立したものです。こ

の事業の構成を図７に示します。

事業は，廃木材を確実に集めないと成り立

ちませんので，関西地域で収集ルートを確立

されている大栄環境㈱の方々に毎日トラック

で25～30杯の廃木材を入れて頂いて，エタノ

ールを作り販売しております。プラント建設
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図７　大阪エコエリア構想における燃料用エタノール製造事業

図８　燃料用エタノール製造事業のプロセスフロー
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は，大成建設が工場全体の元請けとなり，丸

紅・月島機械がその下でエタノール生産部を

請負いました。プラントの所在地は，大阪府

堺市にある埋立地です。

図８がプロセスフローです。廃木材が年間

４万～５万トン（１日150～180トン）入って

きます。これを破砕機で破砕し，加水分解し

て糖を取り出します。それをベルトフィルタ

で回収し，「KO11」を入れ発酵させ，濃縮，

蒸留工程を経てエタノールを作ります。現在，

年間約1,400褌のエタノール生産を目指してい

ます。

現在，C5糖（セルロース）は，希硫酸の糖

化率があまり高くないので利用していません。

ただ，今後２～３年程度の計画で並行して研究

を進めていきます。

廃木材の一部は，ボイラーで焚いて電気と

蒸気を得ているので，基本的に，外部からの

電気，蒸気は買っていません。堺市からの要

請もあり，水についても排水処理をして系内

でリサイクルする形をとっています。

図９でプラントについて説明します。プラ

ントの敷地面積は約１万5,000ｍ2，原料の建設

廃木材は基本的に，ボイラー用とエタノール

用とに分けて持ってきて頂いています。ボイ

ラー用は燃やすだけなので，合板に防虫剤，

防腐剤が入っていても構わないのですが，エ

タノール用ではそれが発酵を阻害する恐れも
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プラント全景 加水分解設備

蒸留設備・脱水設備

発酵設備

前処理設備

建設系廃木材

ボイラー用 エタノール用

図９　大阪府堺市のエタノールプラント
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あるので，基本的に木として比較的質の良い

ものを集めて頂いています。

前処理設備として破砕機の写真を載せまし

た。重機で破砕機へ廃木材を流し込んでゆき，

最終的にエタノール原料として12mm以下に細

かく砕きます。上の方のふるいで分けて，エ

タノール用の原料としてチップを作っていき

ます。

加水分解機では，木屑を投入し，約150～

160℃の温度下で濃度３％の希硫酸を使って10

分～15分間中で処理することで五炭糖を中心に

取り出していきます。取り出した五炭糖の糖液

を発酵設備（270ｍ3タンク×２）に入れ，約

35℃の温度下で「KO11」を加えて72時間発酵

させ，約５％のアルコールを作っていきます。

その後，自動車用として純度99.5％以上にす

る必要があるので，濃縮蒸留脱水設備で無水化

します。現在年間1,400褌を目指しています。

木屑をボイラー（処理能力：86トン／日）で焚

き，タービン（発電能力：～1,900kW）で発電

します。これにて系内の電気需要の全部を賄っ

ています。

海外におけるビジネスモデル

農業国がバイオエタノール普及国

図10は主要砂糖生産国による砂糖の生産量

の比較です。基本的に砂糖の生産量が多いと

ころがバイオエタノールの法制化をしている

国になっています。アメリカは，トウモロコ

シの主要生産国でもありますから，基本的に

エタノール燃料の導入普及は，農産振興とい

う面がかなり大きいと思います。ですから，

農産国を中心にバイオエタノールが伸びてき

ているのが分かると思います。

図11は，アメリカにおけるエタノール工場の

場所です。2007年１月時点で稼働中が110件，

建設中が69件あります。最近建設されている燃

料用エタノール工場の年間生産能力は平均30万

褌ぐらいです。2017年までにガソリン消費量の

15％を代替するという政府計画がありますが，

ガソリン年間消費量を６億褌（日本の10倍）と
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図10 世界の砂糖生産量

図11 アメリカのエタノール生産工場（2007年1月時点）

（出所：Ethanol Today誌）

稼働中プラント：110件＋
建設中プラント：69件＝179件
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すれば，相当な量のエタノールが今後も作られ

ていきます。アメリカでは，52セント／ガロン

（約15円／褄）の助成金が出ること，銀行，証

券会社等からの資金が流れているということ

が，バイオエタノールが急速に普及している要

因だと見ています。

東南アジアでの事業展開

例えば，東南アジアの製糖会社は，ブラジル

をまねた図12のような将来構想を持っていま

す。砂糖は，サトウキビを搾ってケーンジュー

スを作り，あとは結晶化していくことで作るの

ですが，供給過剰になって値崩れし，苦戦した

時期がありました。そういうこともあって，新

たな需要を喚起するために，燃料用エタノール

政策を導入したわけです。ブラジルなどでは，

ケーンジュースそのものをエタノール燃料生産

に使っていますが，我々が提案しているのは，

木質系であるバガス，モラセス（廃糖蜜）を原

料とするバイオエタノール生産です。砂糖会社

にすると，砂糖とエタノールという２つの商品

を持つことができますので，製糖工場の収益を

安定化できます。

図13は，NEDO委託事業として，我々がタ

イで進めている事業です。NEDOとタイ政府

工業省の政府間での合意に基づき，タイで２

番目に大きい砂糖財閥TRR社をサイト企業と

して選定し，総生産量が３万6,000褌という大

規模プラントのエタノール生産工場を建設中

です。３万6,000褌の内訳は，モラセス（廃糖

蜜）から３万3,000褌，バガスから3,000褌です。

そして，タイ国内PTTや政府系石油会社バン

チャクが引き取るという仕組みになっていま

す。月島機械㈱，サッポロビール，日本アル

コール産業㈱からも色々な協力を頂いて設備

を作り上げているところです。

モラセスエタノールだとプラントは安いの

ですが原料価格の変動が大きい。バガスエタ

ノールの方は原料は安いけれどもプラントの

値段が高いということで，両方の良いところ

を組み合わせて安定化させるという意味で，
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図12 東南アジアの砂糖会社が考える将来構想

図13 タイにおける燃料用エタノール事業の構成
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今回NEDOのモデル事業として取り上げて頂

いています。プラントの稼働は2008年３月を

目指しております。

今後のビジネス展開

エタノール需要の高まりに伴い，世界各地で

工場新設案件が増加していますが，わが社では

アジア企業の活用によってコスト競争力を武器

に新規案件の獲得を目指しています。例えば，

インドのエンジニアリング会社PRAJ，能力が

あって人件費が安いアジアのエンジニアリング

会社，地場の有力建設会社と組み，アメリカで

のエタノール工場建設の受注を企図していま

す。アメリカでは１工場当り年間30万褌のエタ

ノールを作っています。これは，日本の年間の

エタノール総需要を賄えるほどの規模です。今

後も，こういう150億～250億円ぐらいのプラン

トを請負っていけないか色々ビジネス展開を図

っているところです。

我々商社の場合，特に独自の技術を持って

いるわけではないので，技術を持っていらっ

しゃる企業の方々とどう手を組んでやってい

くかということになります。図14は，わが社

のビジネス開拓の図式です。

私は機械部門の人間ですが，わが社には食

糧部門やエネルギー部門もありますので，社

内のそういう部署とも連携しながらやってい

くことになっると思います。簡単ですが，こ

れで私の説明を終わらせて頂きます。（拍手）
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図14 今後のエタノール事業のビジネス展開
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司会 パネルディスカッションでは，バイオ

マスエネルギーの中でも，バイオ燃料（エタ

ノール，バイオディーゼル燃料（BDF））を中

心に進めていきたいと思います。

本日は，大学，研究機関，ユーザー業界，

燃料製造業界の日本を代表する方々４人にお

いでいただきました。

まず，１人10分程度のお話をしていただき

たいと思います。五十嵐先生からよろしくお

願いいたします。

日本アルコール産業㈱　相談役

東京大学大学院　農学生命科学研究科
応用生命工学専攻　教授

日刊工業新聞社　編集委員

日刊工業新聞社　編集委員

トヨタ自動車㈱　BRエネルギー調査企画室
シニアスタッフ　エンジニア

譛地球環境産業技術研究機構
微生物研究グループ　グループリーダー
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司会

パネリスト
（五十音順）
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［プレゼンテーション］

国内でのバイオエタノール製造について

はじめに

バイオマスエネルギーは色々ありますが，

私の話は，バイオエタノール（燃料用エタノ

ール）を国内でどう作るかに絞らせていただ

きたいと思います。農学を専門とする私は，

バイオマスをきっかけにわが国の農業や産業，

人の生き方がどうなるかというところに興味

があります。

バイオエタノール製造のポイント

バイオエタノールを考える時のポイントは，

次の７つに整理できます。

国産バイオマスの場合，どこでどう集める

かが問題のほとんどです。また，上で１つ抜

けているのは，炭水化物，糖質以外からエタ

ノールを作るとなると，原料は廃棄物・未利

用資源になることです。廃棄物・未利用資源

を有効利用しない限り，国産バイオ燃料とい

うものは成立しません。

バイオエタノールの４つの問題点

バイオエタノールの問題点は，次の４つに

集約されると思います。

まず，食料との競合は根本的にあり得ませ

ん。2000年前後の国連統計では，世界で私た

ちが食料としている有機資源と食料以外（例

えば，家屋の建造，衣類の製造，冷暖房用，

移動用）の比率は１対10です。これは，生物

としての人間の特質です。他の生物は，人間

と違って，巣作りなどにバイオマスを使うに

しても食物としての用途の方がはるかに多い

のです。逆に言いますと，人間の場合，食料

としてのバイオマス利用が少ないですから，

例えば，アメリカのトウモロコシを全部エタ

ノールにしても，アメリカのガソリン使用量

の約20％，液体燃料の５～７％にしかならな

いと思います。だから将来的には，食料以外

のものからエネルギーを供給していくしかな

いわけです。また，それが世界の傾向だと私

は考えます。

次に，エネルギーコストについて述べます。

我々は基本的に太陽エネルギーに依存してい

ます。その太陽エネルギーに依存して，バイ

エタノールを作るとなると，それを作るため

に使うエネルギーと，出てきたエタノールが

持っているエネルギーの比率（エネルギー利

益率；EPR:Energy Profit Ratio）を問題にすべ

きだと考えます。こう考えますと，ブラジル

のサトウキビからのエタノール生産は明らか

にエネルギー生産になっていますが，アメリ

カのトウモロコシからのエタノールは，エネ
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五十嵐　泰夫氏

東京大学大学院
農学生命科学研究科
応用生命工学専攻　教授

五十嵐　泰夫

（１）誰が？　いつ？　何のために？ 
（２）どこで？　 
（３）何から？ 
（４）何を？ 
（５）どのくらい？ 
（６）どうやって造るか？ 
（７）それをどこで？　どれくらい使うか？ 

（１）食糧との競合 
（２）エネルギーコスト 
（３）供給量 
（４）価格コスト 
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ルギーを作っているか甚だ疑問です。アメリ

カの場合，エネルギー政策というよりも農業

政策だと考えざるを得ない部分があります。

国産バイオエタノール製造の課題

日本の代表的な農産物お米は，籾になった

段階で使われたエネルギーと籾に残されたエ

ネルギーがほぼ一緒です。もしお米からだけ

アルコールを作るとなると間違いなくエネル

ギー損失が起こり，地球温暖化に「貢献」し

てしまいます。

それでは，わが国のエネルギー自給策として

何が必要なのか。次の５つにまとめられます。

規制は外していただかないと，地域によるバ

イオエタノール製造はできないと思います。

［外国へ出てゆく覚悟］

技術者としては，最終的に，開発した技術

を持って外国へ行く覚悟というものが必要な

のではないかと思います。

トータル利用システムの事例

―「地燃料システム」―

［事例］

国内でのエタノール生産システムの１つの形

として，「地燃料システム」を考えているので

すが，どこで作るかとなりますと，第一候補地

は北海道となります。北海道は耕地面積，さら

には１戸当たりの耕地面積も広いので，アメリ

カ，ブラジル型をまねてもある程度できる可能

性があります。

何から作るかというと稲です。使う稲には２

つあります。１つは輸入米（ミニマムアクセス

米）です。現在わが国に180万トンある輸入米

を有効利用すれば比較的容易な技術で，ある程

度のエタノール生産ができます。ただし，永く

は続きません。もう１つは稲そのものです。休

耕田その他に稲を植え，これから有機物を採り

出して有効利用するのです。今年から東京大学

でこのシステム作りを始めました。

現在，私たちはエタノールを地場で生産し

消費する「地産地消」の「地燃料システム」

を考えております。

［課題と方向性］

地燃料システムでは，その地域にある四季

折々の多種多様な未利用バイオマスそれぞれ

の糖化技術が必要となります。米国エネルギ

ー省（DOE）も積極的にこの分野の技術開発

に取り組んでいるようですが，未利用資源の

場合，糖化の分野で重要な開発課題が多く残

されていると信じます。

集荷については，地燃料ですから，「持って
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（１）バイオマスのトータル利用システム 
（２）誰でも使えるハイテクノロジー 
（３）地域の合意、ともに進む意識 
（４）国のやる気、補助金、あらゆる規制の緩和・解除 
（５）外国へ出ていく覚悟 

以下，そのうちのいくつかを補足説明いた

します。

［トータル利用システム］

アメリカのトウモロコシ，ブラジルのサト

ウキビは言うまでもなく，現在のところ，可

食部（澱粉質や糖質）だけを育てる農業はあ

りません。太陽エネルギーを固定する装置が

必要ですから，多分，将来もないと思います。

可食部だけを生産することができない以上，

太陽エネルギーを使ってできた有機物を基本

的にもれなく使うシステム（トータル・クロ

ップ・システム）が必要です。稲で言えば，

お米だけでなくて籾殻，茎，藁，根，糠まで

が必要になると思います。

［国のやる気，補助金，あらゆる規制の緩和・

解除］

私は平成19年度から本格的に長野県でバイ

オエタノールを作り始めていますが，何かを

やろうと思ったら，ほとんどすべてに規制が

かかっていることに気付きました。そういう

季報エネルギー総合工学



きてください」とお願いしますと，色々集ま

ってきます。私たちの場合は，95％のエタノ

ールを生産し，それで農作業用の軽トラック

や農業機械を動かしていこうと考ております。

そして最後，廃棄物はバイオマスボイラーの

燃料，あるいは，液肥，堆肥等にして大地に

戻し，バイオマス生産に使っていこうという

システムを考えております。

基本的にはこのような考え方のシステムが国

内のどこかの地域，なるべく多くの地域で成立

するということが国内のバイオエタノール利用

の大きなポイントであろうと感じています。

［プレゼンテーション］

燃料用エタノール導入に関する問題点

はじめに

私は過去40年ぐらいエッソ石油（現エクソ

ンモービル）で仕事をし，この４年ぐらいは

アルコールを作っております。従って，エタ

ノールを燃料として使う場合のユーザー，あ

るいは実際に仕事に携わる人の視点からの問

題点について申し上げたいと思います。

わが国のエタノール需要と用途

燃料用エタノールは，日本では実験の途に

ついたばかりで，エタノールの国内需要（年
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日本アルコール産業㈱
相談役西尾　直毅

西尾　直毅氏

図１　わが国の工業用発酵エタノールの主な用途

間約55万褌）の半分が酒類用，残りが工業用

です。工業用のうち，発酵エタノールの約４

分の３が食品関係に使用されています（図１

参照）。なお，原料はほとんどを輸入に頼らざ

るを得ない状況です。

エタノール生産時の問題点

燃料用エタノール生産時の問題点は，安定

供給，品質，価格の３つにあると思います。

安定供給というのは，今後10年～20年にわ

たって確実にガソリンに混ぜて，ガソリンス

タンド（SS）を通してお客様に供給し続ける

ということです。供給を始めたからには，次

の代替エネルギーが出てくるまで供給し続け

ないといけません。従って，民間の供給者は

国の補助金がなくなった後も，採算が取れて

供給し続けられないといけません。

品質面での要請として，自動車用燃料とし

ての品質基準を満たす，ガソリンに均質に混

ざる，水との混合などを避けるという基本的

なことがあります。これらは技術的に克服で

きることではあります。考えておかなければ

ならない重要な問題は，燃料用エタノールと

食用エタノールとの品質上の厳重な区別が必

要なことです。両方が混ざると食の安全の面

で大変なことになるからです。

制度面では，長い間，日本のエタノールのう

ち，酒類用は財務省が，工業用は経済産業省が

管轄してきました。工業用は平成17年度まで約

70年間国の専売でした。平成18年４月１日に，
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専売していたNEDOアルコール事業本部がなく

なり日本アルコール産業株式会社が発足し，そ

れ以降，事業は完全に自由化されています。エ

タノールの生産，販売が自由になった今，酒類

用や工業用に燃料用エタノールが混じったりす

ると税法上も困るわけです。

価格の点では，製造コスト＋輸送コストを

考えた上でガソリン価格と同等にならなけれ

ばいけません。とかく，製品コストだけに関

心が行きがちですが，輸送コストも考慮して

おかねばなりません。

世界のエタノール生産の現状

2006年の生産量では，アメリカ（約2,000万

褌），ブラジル（1,650万褌）の両国で世界の約

７割以上を作っています（図２参照）。原料を

見ると，サトウキビは，ブラジル，インド，タ

イ，インドネシア，オーストラリアで使われて

います。サトウキビは，北緯，南緯とも30度以

内の所で一番収穫量が多くて，糖度も高いもの

ができます。日本で良いサトウキビができる限

界は，沖縄か奄美大島ぐらいです。それより北

では糖分が少ないサトウキビしかできません。

したがって，EU（欧州連合）では，ビートな

ど穀類やその他色々な植物をバイオエタノール

の原料にしています。中国では地域によって，

トウモロコシ，タピオカ，サトウキビなどを混

ぜてバイオエタノールを作っています。このよ

うに，国や気候によって原料が違うので，おの

ずと生産量にも限界があると言えます。
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図２　世界のエタノール生産量（2006年）

図３　対日アルコール輸出の国別構成の推移
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わが国のエタノール原料輸入の現状

日本は７～８年前までは10カ国以上からエ

タノールの原料を輸入していました。しかし，

色々な国が自国でバイオエタノールを使うよ

うになったことで輸出余力がなくなったり，

作柄の出来不出来で輸出量が変化したりする

ため，現在のところブラジル，タイ，中国か

らの輸入が大半を占めています（図３参照）。

３年前まで輸出国だったアメリカは，今や輸

出余力を全く失いました。タイは量は少ない

ですが，コンスタントに輸出しています。中

国は一時，日本の輸入量の半分ぐらいを輸出

していたのですが，少なくなってきました。

今後，タイや中国がE10（エタノール10％）を

自動車用に使うようになると，輸出余力が極

めて低くなると予想されます。結果，ブラジ

ルが最大の輸出可能性のある国と言えます。

日本における燃料用エタノール導入の動き

日本の現在の年間生産量は約55万褌ですが，

日本でE3（エタノール３％）を導入するとなる

と，新規にバイオエタノールが180万褌必要に

なります。環境省は，2020年から2030年には

E10を導入したいと言っていますが，そうなる

と新規に600万褌が必要になります。バイオエ

タノール生産には大きなビジネスチャンスがあ

るとも言えますが，経済性，安定供給性を考え

なければなりません。

国がバイオエタノール導入を計画している中

で，石油業界は，バイオエタノールとガソリン

の直接混合ではなく，バイオエタノールとLPG

を組み合せ「ETBE」（エチル・ターシャリー・

ブチル・エーテル）にして，ガソリンと混合す

ることを決めました。現在販売しているガソリ

ン6,000万褌の20％に，７％「ETBE」を入れた

燃料を2010年に導入したいということです。

石油業界は，平成19年４月からフランスか

ら「ETBE」を輸入し始めました。現在，それ

をガソリンに入れて東京近辺の50カ所のSSで

テストしています。来年100カ所，再来年

1,000カ所のSSで「ETBE」入りガソリンをテ

ストする予定になっています。ただ，「ETBE」

ガソリンを作る設備を持っているのは石油会

社の半分だけです。残りの会社はどうするの

か将来問題になると思います。

さらに，この「ETBE」入りガソリンをSSで

お客様に出すには，SSの地下タンクで貯蔵す

るわけですが，もしもそのタンクから「ETBE」

が漏れて地下水に混ざると非常に危険になり

ます。絶対漏れない設備にするとなると，今

のところ１SS当たり2,000万円～１億5,000万円

の費用がかかると見積もられています。

エタノールの直接混合だと，２年くらい前の

石油業界による試算では，業界全体として

3,000億～3,500億円ぐらいの費用がかかります。

石油業界としてもかなりの金額の投資が必要で

あることを覚悟しておかなければなりません。

今後の検討課題

［ETBEのリスクアセスメント］

「ETEB」には毒性があるので，SSのタンク

から地下水に漏れた場合の危険性について，

２年間，慎重にテストしなければいけません。

［供給体制の確立］

リスクアセスメントで「問題なし」と出て

も，「ETBE」の今後の供給体制をどうするか

という問題があります。今はフランスから輸

入していますが，EU域内でバイオエタノール

需要が高まってきますとフランスの輸出余力

がなくなることも考えられるからです。

今，石油会社が１つの共同の輸入会社を作

り輸入していますが，今後ともその形を続け

ていくのか。個別の石油会社にどう売ってい

くのかという，ビジネスになった場合の問題

もあります。

［直接混合との併用］

「ETBE」だけでは足りなくなった場合，エ
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タノールの直接混合も併用するのかという問

題もあります。

［関税の問題］

「ETBE」あるいはエタノール原料の輸入関

税をどうするのかという問題もあります。現

在，特別に「ETBE」は無税になっていますが，

今後10年，20年も同じ形でいくのかというこ

とです。

［ロジスティックスの問題］

海外から調達するとなりますと，タンカー

など，輸送手段の確保というロジスティクス

の問題があります。現に，180万褌，600万褌

を輸入するとなると，ケミカルタンカーが足

りなくなります。

［国産体制の早期確立とコスト］

バイオエタノールはできるだけ国内でも作ら

ないといけないわけですが，できるだけ早く作

ってもらいたいということと，コストがガソリ

ンと競合できる水準になるのか，という問題が

あります。あらゆる植物資源，廃材などの利用

をするに当り，輸入品に太刀打ちできるものに

なるのか，よく考えないといけません。

［食料問題］

儲かる方に展開した方がいいということで，

去年ブラジルやアメリカでみかん畑やオレンジ

畑をサトウキビ畑やトウモロコシ畑に変えてし

まったため，オレンジの値段が上がったという
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話がありました。食料になる作物を燃料に転用

すると，そうなる可能性もあるということです。

［投資，環境対策のコスト］

日本では，2,000万円～１億円というSSの投

資を誰が払うのかという問題があります。ま

た，環境問題のための安全コストを誰が負担

するかという問題もあります。最終的には消

費者による負担となるのだと思いますが，国，

石油会社，SS，消費者の間で誰が負担するの

か明確に決めて長期的にバイオエタノールの

導入を図る必要があると思います。

［採算性が求められるビジネスの構築］

エタノール生産は非常にポテンシャルのあ

るビジネスですから，やりたいという方が大

勢いらっしゃると思います。しかし，関連業

者の方々は，これまでに挙げた検討課題を考

慮しながら，このビジネスの採算性を考えな

ければいけません。迂闊に始めるとビジネス

として難しいと思います。

［プレゼンテーション］

バイオ燃料の光と影

バイオ燃料の光

私ども地球環境産業技術研究機構（RITE）

は，地球温暖化対策を第一ミッションにしてい

ます。その観点から，わが国の温暖化対策とし

て，二酸化炭素（CO2）削減の実効性ある，ま

た経済性ある政策として，今後，バイオ燃料

（バイオエタノール，バイオブタノール，バイオ

ディーゼルフューエル等）は大きく取り上げる

べきではないかと思っています。その際，基本

的にエタノール生産のベースは海外だと考えて

います。

湯川　英明
譛地球環境産業技術研究機構
微生物研究グループ
グループリーダー

湯川　英明氏
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バイオ燃料の影

しかし，今，バイオ燃料の影の部分が大変

大きな問題となっています。そのポイントは

大きく分けて次の３つです。

海外のバイオ燃料の会議に出席すると，人

権問題が１つのセッションを占めています。

EU（欧州連盟）ミッション，国際的な大きな

NGO（例えば世界自然保護基金（WWF））や

国連食料農業機関（FAO）などから人権問題

に関するデータが出されています。

これら３つの問題は，バイオ燃料にとって

非常に重要だと思います。ですから我々は，

海外でバイオ燃料事業を計画されている企業

の方々に，第三者も入れたCSR（企業の社会

的責任）委員会を社内で作り，３つの問題を

精査した上で企業の社会的責任において，ビ

ジネスの方向性を出していくことが必須です

と助言させて頂いています。実際，アメリカ

やEUの会議に行きますと，日本よりも企業の

環境問題に対する認識，危機感は大変強いの

です。例えば，環境ファンドは日本がやっと

数千億円ですが，海外だと数兆円規模のもの

があります。そのぐらい一般投資家，一般市

民の関心が高いという事情があるわけです。

影の部分の解決策と開発事例

バイオ燃料の影の部分の解決は可能です。

例えば，EUや大手NGOは「サスティナブル・

バイオ燃料」というコンセプトの導入を訴え

ています。要するに技術革新による「次世代

バイオ燃料」のことです。

また，EUの委員会では，前述の３つの問題

について，トレーサビリティーとしてバイオ

燃料に点数をつけて取り扱うとか，国内生産

をすべきだという議論が行われています。

［アメリカ］

①エタノール生産

アメリカでのトウモロコシからのエタノー

ル生産量は，現在2,000万褌，2009年の初めで

2,500万褌，2009年半ばに2,800万褌に達すると

言われています。

米農務省（USDA）は，数年前，アメリカ

におけるトウモロコシからのエタノール生産

の上限を2,500万褌としていました。「上限」

というのは，同盟国に対するトウモロコシ輸

出やトウモロコシを飼料として使う国内畜産

業に影響を与えない範囲内でのエタノール生

産量の「上限」という意味です。今年初めに

USDAは暫定目標として上限を2,800万褌とし

ましたが，来年半ばにはこの量に達してしま

います。トウモロコシの生産量が増えないと，

各所に影響が出ると心配されるわけです。

そこで，アメリカ政府は，大急ぎでセルロ

ース系エタノール生産を促進しようとしてい

ます。遅くとも３年以内に，セミコマーシャ

ルベースで年産５万～７万褌のプラントが十

数カ所操業を開始するでしょう。その後，一

気に生産量が増え，10年～15年以内には，セ

ルロース系エタノール生産量は２億褌程度

（アメリカの現在時点でのガソリン使用量の約

３分の１）に達すると予想されています。こ

れによって，トウモロコシ価格への影響はあ

まり出てこないだろうと言われています。

そういった根拠の１つは，昨今のトウモロコ

シ価格の上昇は，実需によるものではなく，

「トウモロコシからのエタノール生産によって，

トウモロコシの需給が逼迫する」と予想した投

機的資金が，2007年９月の終わり頃から，ニュ

ーヨーク商品取引所（NYMEX）の先物取引に

入り始めたことによるからです。セルロース系

エタノール生産という技術革新によって，この

投機資金の流れが変わると思われます。

②ブタノール

アメリカで「次世代バイオ燃料」というのは，

ブタノールです。ブタノールの利点は，まず，
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軽油に混ぜることができることです。エタノー

ルは軽油に混ぜられないため，ディーゼル車用

には使えません。バイオディーゼルフューエル

を作るメインの原料は，パームオイルですが，

このことが環境破壊の懸念材料となっていま

す。パームオイルの栽培が急増すると，例えば，

「オランウータンの絶滅につながるのではない

か」という声が海外NGOの間から出てきてい

ます。ブタノールは，そういった懸念材料を減

らすことができるわけです。

また，ヨーロッパで走っている車の８割が

ディーゼル車ですから，ブタノールというの

は将来非常に有望なのです。

さらに，アメリカでは，ブタノールのエネ

ルギー密度がエタノールより２割以上高いと

いうことで，ジェット燃料への混合が議論さ

れています。航空業界でもCO2排出が大問題

になっていますから，航空燃料にブタノール

を使用することで，CO2排出削減効果が期待

されるわけです。

更に，エタノールは水を吸わないという問

題には，エタノール，ブタノール，ガソリン

を混ぜることで対応できると聞いています。

そうすると，１リッターのブタノール使用は，

計算上約２kgのCO2の削減効果が出てきます。

ですから，近い将来，エタノール，ブタノー

ル，それを合わせて経済性ある温暖化対策が

打ち出せるのではないかと期待しています。

［EU］

EUは技術の進展度でアメリカに遅れをとっ

ている関係上，「次世代バイオ燃料」というの

はセルロース系エタノールを意味します。EU

はセルロース系エタノール生産技術を確立す

べきだということで，６カ国が集まり，2006

年から20以上の研究機関で研究開発をスター

トしています。先を行くアメリカ企業との合

弁でセルロース系エタノールの生産をできる

限り早く始めると言っています。

バイオエタノールによるCO2削減効果

DOEが10年間色々な研究をサポートしてき

て，色々な原料からのエタノール生産のエネ

ルギー収支が比較できるまでのデータが整備

されました。そこで，最近，CO2削減効果に

ついて定量的なことを打ち出し始めています。

現在，１リッターのエタノール使用でCO2が

1.7kg削減されると言われていますが，近い将

来，２億褌のエタノールが生産されると，３

億トン以上のCO2が削減されることになりま

す。アメリカの現時点でのCO2の排出量は60

億トンですから，それの５％に相当します。

RITEの取組み

RITEは，現在，エタノール生産でホンダと

一緒に工業化技術の開発を進めています。2007

年の終わりには主要データを取り終え，来年か

らFS，そして実証プラントの建設を始める予

定です。しかし，ビジネス化に関してはまった

くオープンで，国内外の色々な企業と共同で実

用化を検討していきたいと考えています。

RITEとしては，エタノール生産技術の開発

をどんどん広げていきます。しかし，アメリ

カの大手企業が技術面でもビジネス面でも先

行していますので，仮に我々の技術の優秀性

が認められても，我々の技術占有率が高くな

るなどと楽観してはいません。

ただ，ブタノールに関しては，我々が基本特

許を出し終えたところです。BPやシェルなど

も研究を行なっていますが，彼らはまだ特許を

出すには至っていません。今後我々は，ブタノ

ールを「日の丸技術」と位置づけ，国内外の企

業との提携で実現化し，クリーン開発メカニズ

ム（CDM）を使って温暖化対策に対する日本

の寄与度を上げていければと考えています。
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［プレゼンテーション］

サスティナブル・モビリティとバイオ燃料

将来の自動車燃料とその方向性

私はエネルギーを使う側の立場で，少し長期

的な話をさせて頂こうと思います。まず，一次

エネルギーは需要に応じて，多種多様なものが

出てきます。このまま需要を増やしていくと地

球温暖化問題に対応できないので，まずは省エ

ネルギーをやって需要を減らし，それからバイ

オマスとかの再生可能エネルギーを使うことで

化石燃料の使用量を減らしていくことが基本的

なシナリオだと考えています。

そこで，将来の自動車燃料ですが，図４に

示すように当面はガソリン，軽油という今の

石油関係が主流だと考えています。その次に

バイオ燃料，それから将来的には電力が主流

になってくると思っています。

次に，少し視点を変えて，将来の自動車燃料

が，化石燃料（A），バイオ燃料（B），電気・水

素（C）のグループになると想定して，図５の

三角座標で将来の方向性を見てみます。現在は，
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自動車燃料はほぼ100％化石燃料ということで，

Ａの点になります。この図を使って，2100年ま

でを見通した経産省の「超長期シナリオ」のシ

ナリオをいくつかのプロットしてみますと，図

６のようになります。斜線の領域がサスティナ

ブル・モビリティ領域と考えています。

我々が現実的だと考えているのが図７です。

まず，『新・国家エネルギー戦略』で運輸部門

の化石燃料依存度を20％減らすという線があり

ます。それから先，サスティナブル領域を目指

していくわけですが，多分バイオマスは資源量

の制約から，バイオ20％が限界だと思います。

バイオ20％の線に沿いながら脱石油を図るので

あれば電気にいくだろう。そのためには高性能

の電池が必要になるだろう。BTLとかの技術的

ブレークスルーがあれば少しバイオの割合が増

えるだろうとは思います。いずれにしろ，最終

的にはサスティナブル領域のどこかを目指すこ

とになるだろうと思います。

バイオマスと化石燃料が併存するところで

は，Flexible Fuel Vehicle（FFV）の技術が必要

になってきます。最終的にはバイオマスとプラ

グインハイブリッドというのが１つの姿だと思

います。もし，高性能電池が確立されましたら

一挙に電気自動車（EV），あるいは燃料電池車

（FCV）の方にいくだろうということで，我々

は将来のサスティナブル・モビリティに向け

て，各種技術の開発を行なっています。これは

100年後，200年後の世界を想定したものです。

石油がなくなったらどうしなければいけないか

ということを考えているわけです。

バイオマスのポテンシャル

―賦存量，CO2排出量―

地球が太陽から受けるエネルギーが300万エ

クサジュールです。その1,000分の１（3,000エ

クサジュール）が毎年植物（森林，草原，海

洋，藻など）に固定されています。全世界の

自動車のエネルギー消費は58エクサジュール

ですから，この賦存量に比べると極めて小さ

いです。バイオマスで世界の自動車用エネル

ギーを全部賄えるのではないかというポテン

シャルがあります。しかし，日本では前述の

とおり。2100年時点でも20％が限界でしょう。

図８の左にあるのが農業廃棄物，畜産廃棄物，

林業廃棄物といったものです。こういう廃棄

物の未利用分で，自動車のエネルギーは賄え

そうです。ですから，これを何とか活用する

のが先ではないかと思っています。

自動車のエネルギーを考えるとき，エネルギ

ー密度について考えることが必要です。図９に

示すように，石油系は非常にコンパクトで軽い，

搭載性の良い燃料です。それに対して，電池と

いうのは嵩張るし，重いといった性格がありま

す。やはり液体燃料が自動車にとって非常にあ
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図６　経産省の超長期シナリオ（2100年） 図７　現実的と考えられる超長期シナリオ
（出所：エネルギー総合工学研究所のデータを基に作成）
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りがたいエネルギーであるということです。

Well To Wheel（WTW）のCO2排出量で比較

した場合，図10で示すように，バイオマスが

有利です。先ほど来出ている「カーボンニュ

ートラル」という言葉は科学的な言葉ではな

く政治的な言葉です。実際はニュートラルで

はありません。中心線から右にいくとCO2を

排出するということです。バイオマスは植物

が成育する過程で大気中のCO2を光合成で固

定していきますので，まずは吸収する側に動

きます。できた燃料を使って車を走らせます

と，それを排出する。±０というのがカーボ

ンニュートラルですが，実際は少し右側の方

に出てきます。それから，アメリカではトウ

モロコシからエタノールを作る際に天然ガス

を大量に使っているため，Well To Tank

（WTT）が非常に小さくなり，CO2低減効果が

少し目減りしています。ですから，バイオ燃

料ならCO2低減に有効だとステレオタイプに

考えるのではなく，実際にどういうプロセス

で作られているかをきちんと認識することが

非常に大事です。そうは言っても，バイオ燃
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図９　エネルギー密度
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料が他の燃料よりもCO2の面で非常に有利な

ことは間違いありません。

バイオエタノールとバイオディーゼル

［バイオエタノール］

バイオエタノールというのは，砂糖，澱粉，

セルロースから作られます。図11で上の方に行

くに従って工程が短くて済む，安く，環境負荷

も小さく作れるということになります。そうは

言っても，やはり食料との競合という問題があ

りますので，セルロースからエタノールを生産

する工程を安く確立することが大事と考えてい

ます。供給量を考えますと，サトウキビという

のはブラジルで非常に大きなポテンシャルがあ

ります。トヨタはこれを「グリーンエタノール」

と呼び，将来，エタノール時代が必ず来るだろ

うということで，E10対応を完了していますし，

ブラジル向けのE100（エタノール100％）の

FFVの導入もやっています。

［バイオディーゼル］

バイオディーゼル燃料の現在の主流はエステ

ル交換反応によるFAME（脂肪酸メチルエステ

ル）です。「揮発油等の品質の確保等に関する

法律」（品確法）でも議論され，５％までは酸

化安定性が確保される条件で容認されていま

す。課題は，各国で独自の規格が作られており，

この辺の統合が必要ということと，５％でも酸

化安定性，低温流動性に問題があることです。

それに代わる第二世代のバイオ燃料というこ

とで，私どもは図12の下段に示す水素化処理を

推奨しています。これは，メタノールでエステ

ル交換するのではなく，水素を放り込んで軽油

にする処理です。課題は，中でできる水分の除

去が必要ということと，低温流動性が悪いとい

うことです。ただ，水分除去は精油所のプロセ

スでの脱水化で解決できますので，我々として

はこれは推奨する燃料だと位置づけています。
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図11 バイオエタノールの製造工程

図12 バイオディーゼルの製造工程
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バイオ燃料が商業ベースにのる価格水準

今，石油は市況価格こそ70ドル／バレルを超

えていますが，石油会社が投資するかしないか

を判断するための経済価格（エコノミックプラ

イス）では，まだ25～30ドルの段階です。これ

が40ドル／バレルぐらいになれば，図13に示す

FAME，水素化処理のバイオ軽油などのバイオ

燃料がかなり商業ベースに乗ってくるだろうと

思います。BTL（Bio To Liquid）というバイオ

ベースの合成燃料が本命だと思っていますが，

これも低コスト化が進んでいますので，行く行

くは商業ベースに乗ってくるだろうと思います。

バイオ燃料開発で考慮すべき周辺課題

バイオ燃料の生産と使用が拡大することで，

食料との競合，森林破壊問題，収穫量増大のた

めの肥料の大量投入による水の汚染という問

題，遺伝子操作による生態系への影響などが心

配されています。こういう問題を把握した上で

バイオ燃料の開発に取り組まなければならない

と考えています。過剰なバイオマスの生産はサ

スティナブルとは言えないというのが我々の立

場です。

ですから，バイオ燃料は将来の大切なエネ

ルギーとして注意深く対応していく，ハイブ

リッド技術をきちんと使っていくというのが

我々にとって重要だと思っています。

［パネル・ディスカッション］

バイオ燃料の将来を探る

わが国のバイオマス賦存量を巡って

司会 最初に賦存量から聞いていきたいと思

います。「バイオマス・ニッポン総合戦略」

（2002年12月）でも，日本のバイオマス賦存量

を廃棄物系２億9,000万トンのうち利用率

72％，それから未利用バイオマスが1700万ト

ン中75％ぐらい，それから資源作物は全然作

られていないとあります。資源作物も含める

と，そのポテンシャルはかなりあるのではな

いかと思います。そういう中で，どれを使っ

ていったら日本でバイオマスのエネルギー利

用が成り立つのか。その辺を五十嵐先生，も

う少しお聞かせ願います。

五十嵐 私個人は，廃棄物をバイオマス資源

には入れていません。廃棄物系のバイオマス

というのは資源というよりは，あまりエネル

ギーをかけないで処理する対象物だと考えて

います。メタン発酵で，エネルギーを搾り出

せるのですが，実際にも，その次の処理が必

要になってきます。ただし，大量に出てくる

ものについて技術が開発されれば廃棄物をエ

ネルギー源にする可能性があると思います。
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図13 代替燃料のコスト（経済価格）
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未利用バイオマスは，林山系と農産系とに分

けられます。わが国のポテンシャルとしては林

山系の未利用部分が最大です。賦存量でみれば，

恐らくこの国のエネルギー消費量の十数％は賄

えると思います。ただし，こういうものは集め

てきて，エネルギーを回収しなければなりませ

ん。私は，この国の林業を復活させない限り，

この国において林産バイオマスが有効に使われ

ることはないと思っています。林業の根本的な

生業は木材です。木材をちゃんと使い，副成物

である間伐材や製材の廃材などを利用していく

という姿が絶対に必要です。残念ながら，この

国の林業は今ほとんどありません。基本的にお

金を出して間伐をしない限り間伐材も出てきま

せん。つまり，現在の日本の林業の中での間伐

材というのはほとんどないのです。

農産系バイオマスにおけるエースはお米だと

考えています。全国の休耕田は最大で三十数万

ヘクタールぐらいはあると思います。お米とい

うのはバイオマスで10トン／ha以上，お米とし

て５～６トン／haぐらいできます。多収量米な

ら，これの５～10割増しになります。また，休

耕地に，トウモロコシ，ソルガム，コーリャン

を植え，食べられる部分も含めて全部エネルギ

ー資源として使うというやり方だと，かなりの

バイオマス量が確保できると思います。

林産系，農産系バイオマスを合わせますと，

この国のエネルギー消費量の10～15％ぐらい

は賄えるだけのポテンシャルがあると考えて

います。ただし，これも生産時のエネルギー

収支を考えないと，本当にエネルギー生産に

なっているのかどうか分からないという状況

になります。

バイオエタノール生産と供給体制の課題

司会 今，日本がフランスから輸入して毒性

テストを行なっている「ETBE」ですが，2008

年３月には結論が出て，ほとんど問題ない場

合には本格的に活用することになっていくと

思います。また，E3（エタノール３％）につ

いても環境省を中心に，大阪でプラントが動

き出しています。しかし，世界を眺めると，

インドがE5，アメリカがE10，それからFFVが

E85対応，E100対応という流れです。「ETBE」

もE3も世界の流れから外れているように思え

るのですが，その辺，西尾さんは如何お考え

でしょうか。

西尾 世界で見るとE10導入が大勢です。アメ

リカでは州によってE85，ブラジルもE25を導

入していますが，地区によってはE100を導入

しています。実は，この背景には，自国の農

作物をできるだけ使いたいという事情があり

ます。例えばE10を導入すれば，ガソリンが

10％農作物で代替されるわけです。高い原油

をそれだけ買わなくて済みます。日本の原油

は，99％輸入ですから，できるだけ早く国産

バイオエタノールに代替できれば良いという

ことになると思います。

その時の問題は，バイオエタノールの効率

的な生産システムだけでなく，配送までも含

めたトータルシステムの効率を考えなければ

ならないということです。例えば，北海道で

休耕地をベースにエタノール原料を作るとす

れば，エタノール工場はできるだけ畑に近い

所が余計な燃料を使わずに済みますから好ま

しいということになります。しかし，そうい

った畑は北海道の中央部にあります。すると，

エタノール工場も北海道中央部に立地するこ

とになります。一方，できたバイオエタノー

ルは，石油会社のガソリンスタンドを通じて

供給しなければなりませんから，石油会社の

ターミナルや製油所などで，タンクローリー

に積む直前にガソリンと混ぜることになりま

す。そういった施設は配送の便の良い海岸線

に集中しているのです。すると，内陸部の畑

で作ったエタノールを沿岸部に持ってきて，

ガソリンと混ぜ，また内陸部のガソリンスタ

ンドに配送するということになります。そう

いったことを本当にやるのかということが大

きな問題となってきます。
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将来を考えるなら，石油会社，あるいはそ

の地区のガソリンスタンド協会が全部まとめ

てやってくれるという保証がないと，バイオ

エタノール生産を事業化した後で大変なこと

になると心配しています。

司会 確かに北海道で２つの１万5,000褌プラ

ントが稼働しようとしていますが，供給体制

も考えると，コスト高になるという問題も秘

めていると思います。

司会 車業界にとっては，エタノールより

「ETBE」の方が良いと思うのですがどうでし

ょうか。

森光 低濃度の場合は，エタノールでも

「ETBE」でも構いません。E3は「ETBE」だと

約７％混合に相当します。ただ，E10，E23，

E25だとか高濃度になってきますと，かなり大

量に混ぜなければいけないという問題が起こ

ります。ですから，濃度が上がってくればエ

タノールで使う方が合理的だと思っています。

先ほど西尾さんから，精油所は海岸線にあ

ってエタノールは内陸で作るケースのご心配

がありましたが，我々は，基本的にエタノー

ルですと，各地に油槽所がありますのでそこ

で混ぜればいいと考えています。「ETBE」で

すと精油所で品質管理をしながら混ぜられる

メリットはあります，また，エタノールなら

分散型になるので少し条件が緩和されると考

えています。

アメリカのバイオエタノール生産の今後

司会 アメリカのエタノール導入量は，今

2,000万褌まできて，10年後には１億3,000万褌

という目標を掲げています。アメリカではト

ウモロコシからのエタノール生産は2,800万褌

ぐらいで打ち止めにして，後はほとんどセル

ロースからのエタノールに転換していくもの

でしょうか。

湯川 少なくともDOEはそう政策誘導したい

ようです。ただ，アメリカのトウモロコシ協

会は，政府からの補助金を受け続けるために，

トウモロコシの葉っぱからもエタノールを作

って欲しいと訴えています。

西尾 アメリカでは2010年までに2,800万褌の

エタノール生産が現実になりそうだと感じて

います。さらにその先に，消費される燃料の

一定割合をエタノールで賄いたいという話も

あります。それを受けて，今，アメリカでは

アルコールに対する投資ブームが起き，もの

すごい勢いでアルコール工場ができつつあり

ます。しかし，事業として失敗するかも知れ

ない会社も沢山出てきつつあるのです。その

理由はさきほど申し上げた供給体制の問題で

す。エタノール工場は，中西部のトウモロコ

シ畑の中がほとんどです。ところが，需要地

は東海岸と西海岸にあります。E10を全米導入

するとなると，アメリカ大陸の中央部で作っ

たものを西海岸，東海岸に配送しなければな

らないという問題が出てくるのです。現在，

アメリカの石油供給体制は，これとは逆に，

メキシコ湾岸や東海岸，西海岸から内陸部へ

効率的に配送する形になっています。そこへ

エタノールだけ，逆方向に配送するというこ

とが現実的なのか，私は疑問に思います。

ただ，アメリカのブームの背景には，第１

に政府が国内バイオエタノール生産は農業政

策としてやるということ，第２に原油を10％

でも海外から買わなくて済むならば良いとい

うこと，第３に農家の票を得るためという政

治的な思惑も否定できないことがあります。

ですから，アメリカのバイオエタノール生産

がこれからも調子良く伸びていくのか，よほ

ど注意して見ていた方が良いと思います。

国内バイオエタノール生産の有力な原料

司会 日本でエタノールをやっていくのにど

の原料がいいのか。最終的にはハードバイオ
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マスの木質，いわゆる山からの木だと思いま

すが，当面，日本ではお米だと思います。今，

日本の年間生産量は900万トンですが，600万

トンのエタノールを作るのに米1,200万トン必

要といわれています。ミニマムアクセス（最

小限輸入受け入れ数量）米，や多収穫米，稲

藁など，トータルで利用していけばある程度

のバイオエタノールが取り出せると思うので

すが，その辺，五十嵐先生お願いいたします。

五十嵐 今，バイオエタノールで儲けを出そう

とすれば，ミニマムアクセス米からのアルコー

ル生産しかないと思います。ミニマムアクセス

米が15～20円／kgで入手できれば，少なくとも

100円／褄のバイオエタノールを作ることがで

きます。100円／褄というのは農水省の目標価

格です。正直言って，現在国内ではそれ以下の

コストで作るのは難しいと思います。実際に，

北海道で稼働しようとしている１万5,000褌プ

ラントの１つは，ミニマムアクセス米を原料に

スタートします。多収量米ではありません。食

べるお米では絶対に成立しません。農家は60俵

１万円以下では食べるお米は作りませんが，食

べるお米でエタノールを作ると最低でも500

円／褄ぐらいかかるからです。

また，バイオマスは，エネルギー資源だけ

でなく，炭素資源でもあります。今は，エタ

ノールを作ることばかりが考えられています

が，バイオマスには，食料から始まって，飼

料，蓑傘や竹籠といった日用品の原料という

有効な利用方法が他にあります。バイオマス

は，エネルギー資源と炭素資源の２つの間で

どう総合利用するかを考えなければいけない

と私は思います。

糖化後の展開―化成品製造の可能性

司会 糖化した後の工程で，燃料になる，化

成品になる，固型物になる等の展開があると

思います。今度，経産省の参加共同で，エタ

ノールの化成品化が予算化されました。これ

も糖化の後の新しいバイオ転換技術になって

くると思います。こういったものでも日本発

の技術がつながってくれば素晴らしいのでは

ないかと思いますが，どうでしょうか。

湯川 化成品に関しては，世界的な規模で，グ

リーンケミストリーと称して，石油化学をバイ

オマス由来の原料体系（バイオエタノールから

エチレン製造，バイオプロパノールからプロピ

レン製造)に代替が計画されています。

既設の石油化学プラントがそのまま使える

わけですから，バイオ化学品製造の技術開発

の進展とともに，急速に実現していくと思わ

れます。また，BRIC’Sにおける，今後の新設

の化学プラント計画では，『石油化学プラント』

ではなく，当初から『グリーン化学工業』と

して，計画されるケースも急増していくでし

ょう。化学工業界における，パラダイムシフ

トが予想されます。このような，技術革新の

大きな変革期に，日本発の技術で世界に展開

していきたいですね。

次世代バイオディーゼルへ向けた協働

司会 車の方でお聞きたいのですが，先ほど

バイオディーゼルのお話が出ました。今，

FAMEも酸化の問題もあって車業界は使用を

嫌がっています。現在，トヨタが新日本石油

と共同開発している水素化処理による軽油は

「次世代バイオディーゼル」と呼ばれています

が，ヨーロッパでは「次世代のバイオディー

ゼル」はBTLでもあります。この辺の規格化

の問題については，どういう展開をなさって

いるのでしょうか。

森光 トヨタと新日本石油でコラボレーショ

ンの話を進めていますが，まだそういう話を

紹介したという段階で，ヨーロッパを含めた

世界的なコラボレーションはこれからの議論

だと思っています。

水素化処理による軽油を，トヨタと新日石
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の技術ということでご紹介いただきましたが，

実際には，ブラジルのペトロブラス，フィン

ランドのネステオイル，トタール，BPなど，

色々な石油メーカが同じコンセプトで処理を

やっています。これを世の中に普及させるた

めには，みんなが集まって問題点の議論とか，

世界への発信を一緒にやろうかとかいうこと

を今考えているわけで，もうちょっとまとま

った段階で，またご紹介したいと思います。

自動車の究極的な形

司会 車の省エネ化という点で，バイオエタ

ノールにプラグインハイブリッドという組合

せが車としての究極的な形になってくるので

しょうか。

森光 それは，将来実現すると考えられる組

み合わせの１つです。エネルギー密度から言

うとやはり液体燃料を使いたい。将来，石油

が使えなくなった時のことを考えると，バイ

オ燃料を前提にハイブリッドを考えたいと思

っています。非常に高性能で安価なバッテリ

ーが開発されれば電気自動車が究極の形にな

るのでしょうが，現時点で見通せる程度のバ

ッテリーであれば，プラグインハイブリッド

が現実的な形であろうと思います。

さいごに

司会 今後，日本も海外もセルロース系バイ

オ燃料が中心になってくると思います。今，

石油が70ドル時代になり，さらに今後枯渇し

ていくことがはっきりしている中で，石油系

に替わる唯一の液体燃料はバイオ燃料だと思

います。石油と共存してバイオ燃料を開発普

及させていくことが重要です。

日本にとっては，発酵工業や化学工業などが

この分野に積極的に目を向け，バイオ転換技術

を開発していくのが，環境問題も含めた技術立

国日本の課題ではないかと思っています。本日

はどうもありがとうございました。（拍手）
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本日はエネルギー総合工学シンポジウムを長時間にわたり熱心にお聴き賜わり、誠にありがとう

ございます。本日は約600名の方々のご参加を得まして，５件のご講演，そしてパネルディスカッ

ションを聴いていただきました。いずれも大変興味深く，示唆に富むお話でございました。講師の

方々に厚く御礼申し上げます。

午前には，三菱マテリアル名誉顧問の秋元様から地球環境の視点からエネルギーの利用につきま

して，大変示唆に富むお話をいただきました。続きまして，東京大学の山地先生から，持続可能な

エネルギーの観点からエネルギー需給の将来像，あるいは，その課題についてお話を賜わりました。

午後には，当研究所の浅見からこれまでの調査研究活動の成果を踏まえ，バイオマスに関する導入

シナリオ，あるいは技術課題につきまして報告させていただきました。続きまして電源開発の田澤

様からバイオマスの発電利用につきまして現況と今後の課題，さらに丸紅の鳥越様からバイオエタ

ノールの技術に関する最前線の状況につきましてお話を伺うことができました。最後のパネルディ

スカッションにおきましては，日刊工業新聞の駒橋様の司会によりまして，東京大学の五十嵐先生，

日本アルコール産業の西尾様，RITEの湯川様，そしてトヨタ自動車の森光様のご参加をいただき，

バイオマスエネルギーの将来像について専門的なお立場から非常に多面的なご議論をいただきまし

た。

本日の議論が今後の皆様のビジネスの展開，あるいは研究活動の推進に有益な情報を与えること

ができれば，本シンポジウムの主催者として望外の幸せでございます。

当研究所も，今後ともバイオマスをはじめ再生可能エネルギーの利用拡大に向けて，一層積極的

に調査研究活動に取り組んでまいりたいと思っておりますので，皆様のご支援とご協力をお願い申

し上げます。

本日，滞りなくシンポジウムを終えることができますのも，会場にご参集いただいた皆様のご理

解とご協力の賜物でございます。この場を借りて厚く御礼を申し上げます。

当研究所は，来年，創立30周年を迎えます。皆様のお役に立てますよう今後とも一層調査研究活

動に取り組んでまいる所存でございます。そのためにも，更なるご支援とご協力をお願いする次第

です。

これをもちまして，本日のシンポジウムを閉会とさせていただきます。今日は本当にありがとう

ございました。（拍手）

譛エネルギー総合工学研究所
専務理事
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研究所のうごき
（平成19年10月２日～平成20年１月１日）

◇　第13回賛助会員会議
日 時：10月５日（金）15:30～19:00
場 所：千代田放送会館
議 題：
１．譛エネルギー総合工学研究所の調査研究活
動の状況について

２．エネルギー技術情報プラットフォームの運
用開始について

３．研究報告「次世代軽水炉の開発について」
４．講演「エネルギーと環境」
（国際連合大学副学長　安井至氏）

◇　月例研究会

第261回月例研究会
日　時：10月26日（金）14:00～16:00
場　所：航空会館５階501・502会議室
テーマ：
１．RPS下における再生可能エネルギーの普及
見通し
（東京大学大学院 工学系研究科機械工学専攻
教授　浅野　浩志　氏）

２．バイオマス・天然ガス・石炭などから製造
する合成液体燃料の将来動向
（譛エネルギー総合工学研究所 プロジェクト
試験研究部 部長 副主席研究員 小野崎正樹）

第262回月例研究会
日　時：11月30日（金） 14:00～16:00
場　所：航空会館５階501・502会議室
テーマ：
１．メジャーズの天然ガス戦略
（(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構 調査部　
主任研究員　岡崎　淳　氏）

２．太陽電池研究開発の最前線－CIGS系太陽電
池を中心として－
（(独)産業技術総合研究所　太陽光発電研究
センター　副センター長　仁木　栄　氏）

第263回月例研究会
日　時：12月21日（金）14:00～16:00
場　所：航空会館５階501・502会議室
テーマ：
１．世界と日本の地熱エネルギー開発動向
（(独)産業技術総合研究所　地圏資源環境研究
部門 地熱資源研究グループ長 村岡 洋文 氏）

２．ブラジル提案の動向
（譛エネルギー総合工学研究所 プロジェクト
試験研究部 副部長・主管研究員 黒沢　厚志）

◇　外部発表

［講演］
発表者：橋本　孝雄他
テーマ：石炭起源の合成燃料の導入可能性検討
発表先：第44回石炭科学会議（主催：譖日本エネ

ルギー学会）
日　時：10月12日

発表者：小川　紀一郎
テーマ：廃棄物熱エネルギーの利用技術の動向～　

大都市での発電・熱利用と小都市でのエネ
ルギー回収のあり方～

発表先：第51回全国環境衛生大会（主催：日本環
境衛生センター，後援：環境省他）第二分
科会「廃棄物処理施設におけるエネルギー
回収と環境負荷低減」

日　時：10月18日

発表者：蓮池　宏
テーマ：エネルギー技術100年の計
発表先：アイシンGHP代理店会20周年記念講演会
開催地：名古屋キャッスルプラザホテル
日　時：10月18日

発表者：氏田　博士
テーマ：CO2制約と発電コストから見た将来のエネ

ルギーシステム構成の検討
発表先：AEARU（東アジア研究型大学協会）ワー

クショップ
日　時：10月29日

発表者：浅見　直人
テーマ：運輸部門における地球温暖化対策―輸送

用バイオマス由来液体燃料の技術の現状と
展望―

発表先：第７回自治体セミナー（主催：東北緑化
環境保全㈱）

日　時：11月１日

発表者：蓮池　宏他
テーマ：太陽光を模擬した平行輻射光によるパイ

プ列の加熱
発表先：日本機械学会熱工学コンファレンス2007
場所：京大会館（京都市）
日　時：11月24日

発表者：中村　恒明
テーマ：水素エネルギーの展望と課題
発表先：熱流体フォーラム，第22回熱流体先端技

術講演会（芝浦工業大学豊洲）
日　時：11月29日
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発表者：角本　輝充
テーマ：エネルギー分野の新技術の方向性と実用

化のシナリオ
発表先：技術士フォーラム2007（譖日本技術士会）
日　時：11月29日

発表者：坂田　興
テーマ：エネルギー用途の水素製造技術
発表先：日本学術振興会製銑第54委員会
日　時：12月６日

発表者：中村　恒明
テーマ：水素供給の技術課題
発表先：有機ハイドライド利用システム特別講演

会
日　時：12月10日

発表者：小野崎　正樹
テーマ：燃料関連分野の技術戦略マップについて
発表先：日本学術振興会，石炭資源利用技術第148

委員会・第111回研究会
日　時：12月12日

［その他］
講師：中村　恒明
テーマ：天然ガスと水素社会の展望
発表先：２年生冬学期講座（東京大学工学部シス

テム創成学科）
日　時：11月１日

◇　人事異動

○ 11月１日付
（採用）
徳田憲昭　　プロジェクト試験研究部 副部長

主管研究員

○12月31日付
（出向解除）
山田輝行　　プロジェクト試験研究部 主管研究員
角本輝充　　プロジェクト試験研究部 主管研究員

○平成20年１月１日付
（出向採用）
寺田　保　　プロジェクト試験研究部 主管研究員
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今年の正月は原油100ドル超えのニュ

ースとともに明けた。京都議定書の第一

約束期間開始，洞爺湖サミット開催など，

エネルギーおよび地球環境についての大

きな課題を背負い多難を予感させるねず

み年のスタートである。

１月６日の毎日新聞に，地球温暖化問

題に関するアンケートの結果が掲載され

た。地球温暖化に対する関心や危機感の

有無，不安を感じる現象，温暖化防止の

ための日常的行動，環境税に関する賛否，

生活レベル低下の許容の可否，などを聞

いている。テレビ等で盛んに取り上げら

れる最近の状況の反映であろう，約90％

が地球温暖化に関心があり，約80％が危

機感ないし不安感を持っていると言う結

果である。生活レベルを下げることが

「できる」が49％で，「できない」の41％

を上回り，また環境税の導入に「賛成」

が47％で，「反対」の42％を上回る。政

府が何にせよ温暖化防止の政策を実施す

るにあたり，一般的には，国民に受け入

れる素地ができつつあると言えそうだ。

まだ先のことと考えての答えかも知れ

ず，ＹＥＳ・ＮＯは拮抗しているから，

現実には困難が予想されるが。

「議定書の目標達成のために日本が

すべきことは」との問いに対し，「風力

発電や太陽光発電に補助金を出す」と

「森林を整備するための補助金を出す」

がトップ２つであったのは，まあそう

だろうなと思わせる一方で，「温暖化防

止には原子力発電が有効と言われてい

ます。原子力発電の増設に賛成ですか。」

とのやや誘導的かもしれない問いに対

しては，賛成39％，反対50％と言う結

果であった。二酸化炭素削減に対する

風力・太陽光の定性的な優秀さと定量

的な限界（2030年でわが国の一次エネ

ルギーの精々５％であろう）に対して，

定性的にも定量的にも優れている原子

力発電の人気は盛り上がらない。太陽

光や風力発電の普及を一層推進すべき

であることは疑いないが，それらの限

界に対しても国民の理解を深めるとと

もに，最近低下している原子力への信

頼を早急に回復して，原子力発電増強

を二酸化炭素排出削減の大きな柱の１

つとする国民的合意形成の努力が急が

れる。

編集責任者　疋田知士




